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　本調査は、令和４年度における教員免許状の授与状
況、課程認定大学等の数及び令和５年３月に大学等を
卒業した者の免許状取得状況について、その概要を取
りまとめたものである。

1.	 教員免許状の授与状況

　令和４年度に授与権者（都道府県教育委員会）から
授与された免許状の総数は、197,882 件である。令
和３年度の授与総数と比較して約 1,000 件増加してい
るものの、概ね横ばいである。免許状の種類別の内
訳は、専修免許状 9,841 件、一種免許状 138,241
件、二種免許状 38,671 件、特別免許状 500 件、臨
時免許状 10,629 件となっている。また、学校種別で
は、幼稚園教諭免許状 42,379 件、小学校教諭免許
状 32,839 件、中学校教諭免許状 47,309 件、高等
学校教諭免許状 56,768 件、特別支援学校教諭免許
状 12,641 件（うち自立教科等 53 件）、養護教諭免
許状4,477件、栄養教諭免許状1,416件となっている。

(1) 取得方法別・教科別の授与状況
　取得方法別の免許状授与件数については ( 表１－１)
を参照。
　また、中学校教諭普通免許状及び高等学校教諭普通
免許状における教科別の授与件数については（表１－２）

（表１－３）を参照。

(2) 現職教員における上位、同校種他教
科又は隣接校種の免許状の授与状況

　教職経験に応じて定められた単位を大学又は文部科

学大臣の認定する講習等で修得し、都道府県教育委員
会が行う教育職員検定に合格すれば、上位の免許状の
授与を受けることができる。令和４年度の現職教員にお
ける上位の免許状の授与件数については（表２－１）を
参照。
　また、中学校又は高等学校の普通免許状を有する者
が、所有している免許状をもとにして、同校種の他教
科の免許状の授与を受けた件数は 1,863 件となってお
り、授与件数が多い順では、中学校で外国語 153 件、
国語 66 件、数学 53 件、高等学校で情報 456 件、
公民 194 件、外国語 152 件である（表２－２）。特に、
高等学校「情報」の免許状の授与件数については、令
和３年度の 334 件と比較して大幅に増加しており、令
和４年度から指導内容をより充実させた共通必履修科目

「情報Ⅰ」が開始されたことに伴う体制整備が影響して
いると考えられる。
　さらに、現職教員における隣接校種の免許状の授与
件数は 1,483 件であり、うち中学校教諭普通免許状
を基礎として小学校教諭普通免許状を授与した件数は
609 件、小学校教諭普通免許状を基礎として中学校教
諭普通免許状を授与した件数は 377 件となっており、
いずれも令和３年度と比較して減少している（表２－３）。

(3) 専科担任制度の状況
　専科担任制度とは、中学校又は高等学校の教諭の免
許状を有する者が、小学校において、相当する教科等
の教諭等になることができ、また、高等学校の専門教
科等の教諭の免許状を有する者は、中学校において、
相当する教科等の教諭等になることができるものであ
る。件数については（表３）を参照。特に、令和４年度
から小学校高学年における教科担任制が本格的に導入
されたことから、専科指導優先実施教科である外国語、

［調査・統計］◆資料◆

教員免許状授与件数等調査
及び教員免許状取得状況等調査

総合教育政策局　教育人材政策課



2教育委員会月報　2024年12月号　 教員免許状授与件数等調査
及び教員免許状取得状況等調査［調査・統計］

［調査・統計］◆資料◆

理科、算数、体育のほか、音楽といった教科について、
令和３年度からの増加がみられる。

(4) 特別免許状の授与及び　　　　　　
特別非常勤講師制度の活用状況

　特別免許状及び特別非常勤講師の制度は、優れた
知識経験や技能を有する社会人等を学校現場に迎え入
れ、学校教育の多様化への対応やその活性化を図るた
めに、昭和 63 年の教育職員免許法改正により制度化
されたものである。
　令和４年度の特別免許状の授与件数は 500 件、制
度創設からの累計では 2,774 件となっており、近年増
加傾向にある。特に、高等学校「情報」については、
令和３年度の授与件数（２件）から大幅に増加（90 件）
しており、ここでも高等学校「情報Ⅰ」の開設が影響し
ていると考えられる。（表４－１）。
　令和４年度の特別非常勤講師の届出状況については
19,515 件となっており、近年においては、公立学校に
ついては減少傾向、私立学校については増加傾向にあ
る（表４－２）。各都道府県別の届出状況については（表
４－３）を参照。
　「『令和の日本型学校教育』を担う教師の養成・採用・
研修等の在り方について～「新たな教師の学びの姿」
の実現と、多様な専門性を有する質の高い教職員集団
の形成～（答申）」（令和 4 年 12 月 19 日中央教育審
議会）においても、学校が、直面する様々な教育課題
を克服できる組織として進化するためには、学校組織
のレジリエンス（復元力、立ち直る力）を高めることが
重要であり、教職員集団の構成要素の一つとして、適
度な多様性が必要と指摘されているところであり、今
後、多様な専門性や背景を持つ人材を学校組織の中に
積極的に取り込んでいく上で、これらの制度の更なる
活用が期待される。

(5) 外国人等に対する免許状の授与状況
　外国において授与された免許状を有する者又は外国
の大学を卒業・修了した者に対しては、都道府県教育

委員会が行う教育職員検定により免許状を授与するこ
とができるとされている。令和４年度にこの規定に基づ
く授与件数は 298 件であり、そのうち日本国籍を有し
ない者に対しては 271 件である（表５）。

(6) 免許外教科担任の許可件数
　免許外教科担任制度とは、中学校、高等学校、特別
支援学校の中学部又は高等部等において、ある教科の
教授を担任すべき教員を採用することができないと認
められるときに、授与権者が、１年以内の期間に限り、
当該教科についての免許状を有しない当該学校の他の
教諭等が、当該教科の教授を担任することを許可する
ことができる制度である。
　令和４年度の公立中学校における免許外教科担任の
許可件数は 6,137 件、公立高等学校における免許外
教科担任の許可件数は 2,157 件であった（表６－１）。
令和４年度の公立中学校の許可件数は前年度より 273
件（4.26％）の減少、また、公立高等学校の許可件数
は前年度より 412 件（16.04％）の減少となっており、
年々減少傾向にある。都道府県別の許可件数について
は（表６－２）及び（表６－３）を参照。

(7) 臨時免許状の授与件数
　臨時免許状は、普通免許状を有する者を採用するこ
とができない場合に限り、教育職員検定に合格した者
に授与されることとされている。
　令和４年度の臨時免許状の学校種別の授与件数は、
幼稚園 207 件、小学校 4,888 件、 中学校 2,195 件、
高等学校 2,518 件、特別支援学校 671 件（うち自立
教科等 10 件）、養護教諭 150 件であり、合計の臨時
免許状の授与件数は 10,629 件となっている（表７）。
令和３年度と比較すると、1,000 件ほど増加しており、
特に小学校の臨時免許状の授与件数が約 700 件と大
幅に増加している。

出典：令和４年度教員免許状授与件数等調査

［調査・統計］◆資料◆
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2.	 認定課程を有する大学等の数

　教員免許状を取得するためには、原則として、学士
等の学位を有し、かつ教員の免許状授与の所要資格を
得させるための課程として文部科学大臣が認定する課
程を有する大学等（以下、「課程認定大学等」という。）
において、所定の単位を修得しなければならないことと
されている。
　課程認定大学等の数は（表８）を参照。令和５年４月
１日現在で、全ての大学、短期大学のうち、約 75％に
当たる 818 大学が、文部科学大臣が認定する課程を
有している。
　また、大学における教員養成の例外として、文部科
学大臣の指定を受けた専門学校等である指定教員養成
機関においても教員養成を行っており、令和５年４月１
日現在で 34 機関となっている。

3.	 大学等の新規卒業・修了者の免許
状取得状況

　令和４年度に課程認定大学等又は指定教員養成機関
を卒業又は修了した 533,977 人のうち、免許状を取
得した者は 92,293 人と、卒業・修了者の約 17.3％と
なっている。大学等の区分等の内訳については（表９）
を参照。

(1) 学校種別の免許状取得状況
　令和４年度の課程認定大学等又は指定教員養成機関
の卒業・修了者の免許状の取得件数は延べ 156,409
件であり、その内訳は専修免許状 8,057 件、一種免
許状123,310件、二種免許状25,042件となっている。
また、学校種別の取得件数についても（表９）を参照。

(2) 教科別の免許状取得状況
　中学校及び高等学校教諭免許状について、教科別で
は、中学校においては保健体育、社会、外国語（英語）
の順で、高等学校においては保健体育、外国語（英語）、
地理歴史の順で取得件数が多くなっている ( 表 10、
11）。

出典：令和４年度教員免許状取得状況調査
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表１-１　取得方法別の普通免許状授与件数（令和4年度） （件）

区分 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援
学校 養護教諭 栄養教諭

特別支援
学校自立
教科等

計

普

　

通

　

免

　

許

　

状

専
　
修
　
免
　
許
　
状

大学等における直接養
成によるもの（※ 1） 194 1,214 3,537 4,306 193 65 7 9,516

現職教員による上位の免
許状の取得（※ 2） 8 52 39 125 9 34 1 268

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

0 1 20 36 0 0 0 57

計 202 1,267 3,596 4,467 202 99 8 9,841

一
　
種
　
免
　
許
　
状

大学等における直接養成
によるもの（※ 1） 15,691 22,952 38,606 47,901 5,436 2,944 943 134,473

現職教員による上位（※
2）、隣接校種の免許状
の取得（※ 4）

461 230 32 67 204 64 5 2 1,065

教員資格認定試験による
もの 6 6

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

798 1 331 1,502 0 0 48 17 2,697

計 16,950 23,183 38,969 49,470 5,640 3,008 996 25 138,241

二
　
種
　
免
　
許
　
状

大学等における直接養成
によるもの（※ 1） 23,722 2,369 1,848 324 1,215 377 29,855

現職教員による上位（※
2）、隣接校種の免許状
の取得（※ 4）

89 935 439 5,814 4 1 7,282

教員資格認定試験による
もの 52 130 182

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

1,157 1 158 0 1 35 0 1,352

計 25,020 3,435 2,445 6,138 1,220 412 1 38,671

合
　
　
　
　
　
　
　
計

大学等における直接養成
によるもの（※ 1） 39,607 26,535 43,991 52,207 5,953 4,224 1,327 173,844

現職教員による上位（※
2）、隣接校種の免許状
の取得（※ 4）

558 1,217 510 192 6,027 102 6 3 8,615

教員資格認定試験による
もの 52 130 0 6 188

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

1,955 3 509 1,538 0 1 83 17 4,106

計 42,172 27,885 45,010 53,937 11,980 4,327 1,416 26 186,753

特別免許状 66 104 313 17 500

臨時免許状 207 4,888 2,195 2,518 661 150 10 10,629

合計 42,379 32,839 47,309 56,768 12,641 4,477 1,416 53 197,882

※ 1 教育職員免許法別表第１、２、２の２による授与
※ 2 教育職員免許法別表第３、６、６の２、７による授与
※ 3 教育職員免許法別表第４による授与
※ 4 教育職員免許法別表第８による授与
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表１-２　教科別の普通免許状授与件数（中学校）（令和4年度）

区分 国語 社会 数学 理科 音楽 美術 保健 
体育 保健 技術 家庭 外国語 宗教 その他 計

普

　

通

　

免

　

許

　

状

専
　
修
　
免
　
許
　
状

大学等における直接養成
によるもの（※ 1） 349 530 539 650 353 155 364 19 71 78 418 11 0 3,537

現職教員による上位の免
許状の取得（※ 2） 5 3 6 8 1 0 3 0 2 2 9 0 0 39

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

2 3 2 1 0 0 0 0 3 1 7 0 1 20

計 356 536 547 659 354 155 367 19 76 81 434 11 1 3,596

一
　
種
　
免
　
許
　
状

大学等における直接養成
によるもの（※ 1） 4,866 6,302 3,887 3,550 2,334 1,265 8,636 365 470 1,122 5,763 43 3 38,606

現職教員による上位の免
許状の取得（※ 2） 7 3 3 1 2 0 5 0 3 4 4 0 0 32

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

43 17 38 8 13 19 34 2 11 13 123 10 0 331

計 4,916 6,322 3,928 3,559 2,349 1,284 8,675 367 484 1,139 5,890 53 3 38,969

二
　
種
　
免
　
許
　
状

大学等における直接養成
によるもの（※ 1） 338 229 127 47 142 121 151 5 56 177 449 0 6 1,848

現職教員による上位（※
2）、隣接校種の免許状
の取得（※ 4）

38 37 29 17 3 2 6 1 6 4 295 1 0 439

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

21 14 13 3 2 0 0 0 18 10 35 6 36 158

計 397 280 169 67 147 123 157 6 80 191 779 7 42 2,445

合
　
　
　
　
　
　
　
計

大学等における直接養成
によるもの（※ 1） 5,553 7,061 4,553 4,247 2,829 1,541 9,151 389 597 1,377 6,630 54 9 43,991

現職教員による上位（※
2）、隣接校種の免許状
の取得（※ 4）

50 43 38 26 6 2 14 1 11 10 308 1 0 510

その他（旧令の学歴資
格によるもの，他教科の
免許状の取得（※ 3），
外国において授与された
免許状等）

66 34 53 12 15 19 34 2 32 24 165 16 37 509

計 5,669 7,138 4,644 4,285 2,850 1,562 9,199 392 640 1,411 7,103 71 46 45,010

※ 1教育職員免許法別表第１、２、２の２による授与
※ 2教育職員免許法別表第３、６、６の２、７による授与
※ 3教育職員免許法別表第４による授与
※ 4教育職員免許法別表第８による授与
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表１-３　教科別の普通免許状授与件数（高等学校）（令和4年度）

区分 国語 地理 
歴史 公民 数学 理科 音楽 美術 工芸 書道 保健 

体育 保健 看護 家庭 情報 農業 工業 商業 水産 福祉 外国 
語 宗教 その 

他 計

普

　

通

　

状

専
　
修
　
免
　
許
　
状

大学等における直
接養成によるもの

（※ 1）
366 412 338 593 849 391 155 29 21 369 19 1 77 73 13 136 15 5 5 426 12 1 4,306

現職教員による上
位の免許状の取得

（※ 2）
11 4 6 15 16 1 1 0 0 11 0 0 4 2 5 8 22 0 1 18 0 0 125

その他（旧令の
学歴資格によるも
の，他教科の免
許状の取得（※
3），外国におい
て授与された免
許状等）

0 4 6 4 1 0 0 1 1 0 0 0 1 6 1 3 1 0 0 6 0 1 36

計 377 420 350 612 866 392 156 30 22 380 19 1 82 81 19 147 38 5 6 450 12 2 4,467

一
　
種
　
免
　
許
　
状

大学等における直
接養成によるもの

（※ 1）
4,975 5,112 4,905 4,195 4,471 2,425 1,335 211 528 9,086 378 78 1,109 1,036 398 1,157 477 37 117 5,812 50 9 47,901

現職教員による上
位、隣接校種の
免許状の取得（※
2）

6 7 4 5 0 4 3 0 0 2 0 11 3 7 0 3 2 0 1 8 1 0 67

その他（旧令の
学歴資格によるも
の，他教科の免
許状の取得（※
3），外国におい
て授与された免
許状等）

74 150 188 89 25 16 23 9 38 54 3 0 32 450 6 51 29 3 1 159 18 84 1,502

計 5,055 5,269 5,097 4,289 4,496 2,445 1,361 220 566 9,142 381 89 1,144 1,493 404 1,211 508 40 119 5,979 69 93 49,470

合
　
　
　
　
　
　
　
計

大学等における直
接養成によるもの

（※ 1）
5,341 5,524 5,243 4,788 5,320 2,816 1,490 240 549 9,455 397 79 1,186 1,109 411 1,293 492 42 122 6,238 62 10 52,207

現職教員による上
位（※ 2）、隣接
校種の免許状の
取得（※ 4）

17 11 10 20 16 5 4 0 0 13 0 11 7 9 5 11 24 0 2 26 1 0 192

その他（旧令の
学歴資格によるも
の，他教科の免許
状の取得（※ 3），
外国において授与
された免許状等）

74 154 194 93 26 16 23 10 39 54 3 0 33 456 7 54 30 3 1 165 18 85 1,538

計 5,432 5,689 5,447 4,901 5,362 2,837 1,517 250 588 9,522 400 90 1,226 1,574 423 1,358 546 45 125 6,429 81 95 53,937

※ 1教育職員免許法別表第１、２、２の２による授与
※ 2教育職員免許法別表第３、６、６の２、７による授与
※ 3教育職員免許法別表第４による授与
※ 4教育職員免許法別表第８による授与
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表２-１　現職教員による上位の普通免許状の授与件数（教育職員免許法別表第３、６、６の２、７による授与）

区　分 平成 
24 年度

平成 
25 年度

平成 
26 年度

平成 
27 年度

平成 
28 年度

平成 
29 年度

平成 
30 年度

令和 
元年度

令和 
2 年度

令和 
3 年度

令和 
4 年度

幼稚園
教諭免許状

専修 3 7 4 7 7 4 3 6 3 3 8

一種 190 169 177 166 183 176 174 254 273 437 461

二種 2 1 1 0 0 1 0 0 0 2 2

小学校
教諭免許状

専修 61 46 56 51 49 64 52 46 50 71 52

一種 431 355 378 356 382 374 327 303 164 213 230

二種 6 5 11 11 12 8 14 9 17 21 12

中学校
教諭免許状

専修 42 47 46 45 44 37 29 38 43 42 39

一種 88 68 82 80 71 55 62 43 39 25 32

二種 3 0 0 3 1 2 2 4 3 3 0

高等学校
教諭免許状

専修 144 127 107 118 112 85 91 87 69 100 125

一種 81 48 62 89 77 73 86 66 35 24 33

特別支援学校
教諭免許状

専修 8 2 5 9 5 5 5 8 10 11 9

一種 253 272 271 345 376 335 336 332 226 260 204

二種 4,330 4,558 4,974 5,478 5,712 6,530 7,520 7,587 6,301 6,664 5,814

養護
教諭免許状

専修 38 43 29 33 34 27 39 24 15 30 34

一種 226 185 164 183 139 152 139 143 71 56 64

二種 7 5 5 3 3 2 3 4 6 5 4

栄養教諭
免許状

専修 3 5 3 2 2 5 1 1 1 1 1

一種 0 2 5 3 2 3 5 3 2 2 5

計

専修 299 277 250 265 253 227 220 210 191 258 268

一種 1,269 1,099 1,139 1,222 1,230 1,168 1,129 1,144 810 1,017 1,029

二種 4,348 4,569 4,991 5,495 5,728 6,543 7,539 7,604 6,327 6,695 5,832
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表２-２　他教科の普通免許状の授与件数（教育職員免許法別表第４による授与）

区　分 平成 
24 年度

平成 
25 年度

平成 
26 年度

平成 
27 年度

平成 
28 年度

平成 
29 年度

平成 
30 年度

令和 
元年度

令和 
2 年度

令和 
3 年度 令和 4 年度

中 学 校
教　 諭
免 許 状

専修 8 7 5 9 5 9 17 10 9 10 16 
社会、技術、外国語　3 件
国語、数学　　        2 件
ほか

一種 299 296 320 296 271 306 343 280 360 318 326 
外国語　　     　118件 
国語　　      　　 43件 
数学　　　      　 38件 
ほか

二種 152 134 132 136 169 181 227 175 169 171 119 
外国語　　       　32件 
国語　　       　　21件 
技術　　      　　 18件 
ほか

高 等 学 校
教　　 諭
免 許 状

専修 23 36 50 42 36 41 30 29 16 20 31 
公民、情報　　　　6 件 
地理歴史、数学      4 件 
工業　　　　         3件 
ほか

一種 1,351 1,302 1,227 1,264 1,164 1,227 1,336 1,043 1,224 1,283 1,371 
情報　　　        450件 
公民　　           188件 
地理歴史　     　151件 
ほか

計 1,833 1,775 1,734 1,747 1,645 1,764 1,953 1,537 1,778 1,802 1,863 

注：基本的に授与件数の多い上位 3 位の教科を挙げる。

表２-３　現職教員による隣接校種の普通免許状の授与件数（教育職員免許法別表第８による授与）（令和４年度）

学校種 件数 教　　　　　　　　　　　　　　科 基礎とした免許状に係る学校種

幼稚園（二種） 87 小学校 87 件

小学校（二種） 923 幼稚園 314 件、中学校 609 件

中学校（二種） 439 外国語 295 件、国語 38 件、社会 37 件、数学 29 件、理科 17 件　他 小学校 377 件、高等学校 62 件

高等学校（一種） 34 情報 6 件、外国語 6 件、地理歴史 6 件、国語 4 件、公民 3 件　他 中学校 34 件

合計 1,483 
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表３　専科担任の状況について（令和４年４月１日～令和５年３月 31 日の合計件数）
本表の専科担任数は教育職員免許法第 16 条の 5 による人数である。

中学校教諭免許状を有する者
による小学校専科担任数

高等学校教諭免許状を有する者
による小学校専科担任数

高等学校教諭免許状を有する者
による中学校専科担任数

免許状種 担当教科 人数 免許状種 担当教科 人数 免許状種 担当教科 人数

国　　語
国　　　語 78

国　　語 国　　　語 6 工　　芸 美　　　術 13
総合的な学習の時間 2

社　　会 社　　　会 90 地理歴史 社　　　会 12 書　 道 国　　　語 11

数　　学
算　　　数 175

公 民
社　　　会 4

情　 報 技　　　術 21
総合的な学習の時間 1 総合的な学習の時間 1

理　　科
理　　　科 360

数　　学 算　　　数 13 情報実習
技　　　術 1

総合的な学習の時間 1 総合的な学習の時間 5

音　　楽
音　　　楽 3,524

理　　科 理　　　科 37 農　 業
社　　　会 1

総合的な学習の時間 2 理　　　科 10

美　　術
図画工作 1,412

音　　楽 音　　　楽 76 工 業
技　　　術 1

総合的な学習の時間 2 総合的な学習の時間 1

保健体育
体　　　育 577

美　　術 図画工作 29 情報処理 技　　　術 2
総合的な学習の時間 1

保　　健 体　　　育 11 工　　芸 図画工作 1 合　 計 66

技 術 総合的な学習の時間 1 書　　道 国　　　語 13

家　 庭 家　　　庭 159 保健体育 体　　　育 41

外 国 語
外国語 1,766

保　　健 体　　　育 2外国語活動 902
総合的な学習の時間 2

宗　　教 総合的な学習の時間 4 家　　庭 家　　　庭 9

合　　計 9,070 情　　報 総合的な学習の時間 2

商　　業 社　　会 1

外  国 語
外国語 95

外国語活動 32

宗　　教 総合的な学習の時間 1

合　　計 375
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表４-１　特別免許状の授与件数
平成元年度 
～10年度

平成11年度 
～20年度

平成 
21年度

平成 
22年度

平成 
23年度

平成 
24年度

平成 
25年度

平成 
26年度

平成 
27年度

平成 
28年度

平成 
29年度

平成 
30年度

令和 
元年度

令和 
2年度

令和 
3年度 令和4 年度 累計

小
学
校

国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

公 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 8 13 16 19 46 外国語又は外国語活動（44件） 
算数、理科（各1件） 104

私 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 11 5 3 6 12 20
外国語又は外国語活動（14件） 
算数（2件） 
理科、音楽、図画工作、体育（各1件）

59

計 0 2 0 0 0 0 0 1 0 0 12 13 16 22 31 66 163

中
学
校

国 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 2 0 0 1 外国語（英語）（1件） 4

公 0 11 4 0 2 0 0 2 5 10 4 11 17 22 20 28 外国語（英語）（25件） 
技術（2件）、外国語（その他）（1件） 136

私 1 19 7 0 1 1 5 10 47 39 38 47 42 38 63 75
外国語（英語）（53件） 
理科（7件）、数学（5件）、宗教（3件）、
保健体育、技術（各 2件）、 
国語、音楽、美術（各 1件）

433

計 1 30 11 0 3 1 5 13 52 49 42 58 61 60 83 104 573

高
等
学
校

国 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 2 2 0 0 1 外国語（英語）（1件） 6

公 17 115 28 25 16 27 37 37 58 59 32 48 59 62 70 182

情報（90件）、外国語（英語）（22件）、
看護（20件）、工業（18件）、 
理科（7件）、家庭、福祉（各4件）、 
外国語（その他）、農業、水産（各3件）、
数学、保健体育（各2件）、 
公民、音楽、美術、商業（各1件）

872

私 24 89 12 9 14 15 11 32 94 67 73 75 77 80 134 130

外国語（英語）（65件）、看護（22件）、
理科（10件）、数学、
外国語（その他）（各6件）、家庭（5件）、
保健体育（4件）、
情報、宗教（各3件）、地理歴史、
公民、音楽、書道、工業、商業（各1件）

936

計 41 204 40 34 30 42 48 69 153 126 105 125 138 142 204 313 1,814

特
別
支
援
学
校

国 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 自立教科（理学療法）（1件） 1

公 0 68 16 11 6 9 6 9 10 11 10 12 12 11 16 16 自立活動（肢体不自由）（16件） 223

私 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 68 16 11 6 9 6 9 10 11 10 12 12 11 16 17 224

合計 42 304 67 45 39 52 59 92 215 186 169 208 227 235 334 500 2,774
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表４-２　特別非常勤講師の届出状況

区　分 平成 
元年度

平成 
6 年度

平成 
11 年度

平成 
16 年度

平成 
21 年度

平成 
26 年度

平成 
27 年度

平成 
28 年度

平成 
29 年度

平成 
30 年度

令和 
元年度

令和 
2 年度

令和 
3 年度

令和 
4 年度

許 可 件 数 届 出 件 数

小学校

国 0 0 1 13 39 8 9 14 15 12 9 9 11 8

公 0 0 2,130 8,769 5,939 4,470 4,278 4,514 4,165 3,887 3,599 3,254 3,299 3,136

私 0 2 9 99 172 252 272 268 292 336 322 405 400 477

計 0 2 2,140 8,881 6,150 4,730 4,559 4,796 4,472 4,235 3,930 3,668 3,710 3,621

中学校

国 0 10 10 15 10 12 15 16 21 23 28 18 19 18

公 1 108 1,321 2,898 1,946 1,315 1,222 1,166 1,139 1,129 1,001 933 901 870

私 5 114 273 736 1,082 1,168 1,229 1,200 1,224 1,353 1,319 1,397 1,379 1,490

計 6 232 1,604 3,649 3,038 2,495 2,466 2,382 2,384 2,505 2,348 2,348 2,299 2,378

高等学校

国 0 23 40 63 56 50 58 74 49 2 37 45 36 37

公 109 1,379 2,947 5,421 5,877 6,440 6,536 6,520 6,618 6,796 6,314 6,370 6,401 6,051

私 58 666 1,816 3,565 4,242 4,968 5,069 5,181 5,249 5,526 5,303 5,396 5,553 5,812

計 167 2,068 4,803 9,049 10,175 11,458 11,663 11,775 11,916 12,324 11,654 11,811 11,990 11,900

盲学校

国 0 0 2 4

公 0 9 34 49

計 0 9 36 53

聾学校 公 0 12 18 41

養護学校

国 0 0 1 2

公 0 5 43 273

私 0 0 1 0

計 0 5 45 275

特別
支援学校

国 11 16 19 19 19 20 21 24 24 24

公 923 1,361 1,591 1,797 1,582 1,748 1,416 1,401 1,392 1,576

私 1 1 3 2 3 4 5 5 18 16

計 935 1,378 1,613 1,818 1,604 1,772 1,442 1,430 1,434 1,616

合計

国 0 33 54 97 116 86 101 123 104 57 95 96 90 87

公 110 1,513 6,493 17,451 14,685 13,586 13,627 13,997 13,504 13,560 12,330 11,958 11,993 11,633

私 63 782 2,099 4,400 5,497 6,389 6,573 6,651 6,768 7,219 6,949 7,203 7,350 7,795

計 173 2,328 8,646 21,948 20,298 20,061 20,301 20,771 20,376 20,836 19,374 19,257 19,433 19,515

（注１）  特別非常勤講師は平成 10 年７月に許可制から届出制となった。
（注２） 盲・聾・養護学校については、平成 19 年度より特別支援学校となった。



12教育委員会月報　2024年12月号　 教員免許状授与件数等調査
及び教員免許状取得状況等調査［調査・統計］

［調査・統計］◆資料◆

表４-３　特別非常勤講師の届出状況（都道府県別）（令和4年度）

都 道 府 県 名 小 学 校 中 学 校 高 等 学 校 特 別 支 援 
学 校 合　　　 計

北 海 道 35 31 422 34 522 
青 森 県 71 17 174 0 262 
岩 手 県 0 0 19 4 23 
宮 城 県 72 48 243 10 373 
秋 田 県 9 3 3 0 15 
山 形 県 1 0 265 0 266 
福 島 県 291 113 266 0 670 
茨 城 県 9 0 235 78 322 
栃 木 県 219 96 38 2 355 
群 馬 県 33 1 48 4 86 
埼 玉 県 17 57 393 211 678 
千 葉 県 318 90 254 205 867 
東 京 都 249 626 1,742 116 2,733 
神 奈 川 県 235 273 577 7 1,092 
新 潟 県 4 0 19 0 23 
富 山 県 79 31 4 0 114 
石 川 県 4 0 82 0 86 
福 井 県 34 27 5 1 67 
山 梨 県 11 4 53 0 68 
長 野 県 1 2 120 0 123 
岐 阜 県 18 13 107 56 194 
静 岡 県 54 18 114 44 230 
愛 知 県 173 130 740 8 1,051 
三 重 県 38 21 221 2 282 
滋 賀 県 29 20 86 49 184 
京 都 府 50 73 230 56 409 
大 阪 府 101 206 1,401 229 1,937 
兵 庫 県 1 31 250 0 282 
奈 良 県 19 10 38 0 67 
和 歌 山 県 25 5 22 0 52 
鳥 取 県 318 33 5 31 387 
島 根 県 0 0 90 29 119 
岡 山 県 231 58 448 20 757 
広 島 県 488 126 530 252 1,396 
山 口 県 11 8 264 27 310 
徳 島 県 34 11 58 83 186 
香 川 県 0 1 238 3 242 
愛 媛 県 49 26 131 0 206 
高 知 県 0 5 100 0 105 
福 岡 県 95 58 419 26 598 
佐 賀 県 183 89 96 4 372 
長 崎 県 10 10 272 0 292 
熊 本 県 0 4 278 4 286 
大 分 県 2 3 306 2 313 
宮 崎 県 0 0 199 0 199 
鹿 児 島 県 0 0 206 15 221 
沖 縄 県 0 0 89 4 93 

計 3,621 2,378 11,900 1,616 19,515 
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［調査・統計］◆資料◆

表 5　外国において授与された免許状を有する者等に対する特例（免許法第 18 条）による免許状の授与の推移
区　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

普
通
免
許
状

小 学 校
一種免許状 (0) 2 （0） 1 （0） 0 （0） 1 （0） 0 （0） 1 （0） 0 （0） 1 （0） 2 (0) 1 (0) 1 

二種免許状 (0) 3 （0） 1 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 (0) 1 (2) 2 

中 学 校

専修免許状 (0) 7 （0） 3 （0） 1 （0） 2 （0） 1 （0） 3 （1） 4 （0） 7 （0） 4 (0) 4 (1) 4 

一種免許状 (3) 14 （1） 7 （1） 5 （2） 4 （1） 3 （2） 6 （1） 9 （1） 8 （0） 6 (0) 3 (3) 5 

二種免許状 (0) 2 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 2 （0） 0 （0） 0 (0) 2 (1) 2 

高等学校
専修免許状 12 8 3 4 2 （1） 7 （1） 4 （0） 9 （0） 6 (0) 3 (1) 5 

一種免許状 (6) 18 （1） 14 （3） 8 （8） 9 （4） 8 （4） 8 （5） 15 （3） 12 （1） 9 (3) 7 (9) 13 

幼 稚 園
一種免許状 (0) 1 （0） 0 （0） 0 （0） 1 （0） 0 （0） 1 （0） 0 （0） 1 （0） 1 (0) 1 (1) 1 

二種免許状 (0) 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 1 （0） 0 （0） 0 （0） 0 (0) 1 (0) 0 

合　計　

専修免許状 (0) 19 （0） 11 （0） 4 （0） 6 （0） 3 （1） 10 （2） 8 （0） 17 （0） 11 (0) 7 (2) 9 

一種免許状 (9) 35 （2） 22 （4） 13 （10） 15 （5） 11 （6） 16 （6） 24 （4） 22 （1） 18 (4) 12 (13) 20 

二種免許状 (0) 5 （0） 1 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 1 （0） 2 （0） 0 （0） 0 (0) 5 (3) 4 

計 (9) 59 （2） 34 （4） 17 （10） 21 （5） 14 （7） 27 （8） 34 （4） 39 （1） 29 (4) 24 (18) 33 

臨
時
免
許
状

小　　 学　　 校 (18) 21 （29） 36 （22） 25 （25） 29 （31） 35 （26） 32 （25） 25 （31） 36 （42） 50 (20) 24 (24) 27 

中　　 学　　 校 (62) 66 （50） 55 （80） 88 （62） 62 （71） 73 （60） 65 （46） 46 （98） 107 （95） 102 (57) 59 (93) 97 

高　 等　 学　 校 (83) 94 （72） 83 （100） 107 （92） 100 （103） 111 （78） 81 （68） 74 （125） 133 （132） 142 (81) 87 (128) 133 

幼　　 稚　　 園 (0) 0 （1） 1 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 (0) 0 (1) 1 

　計　 (163) 182 （152） 175 （202） 220 （179） 191 （205） 219 （164） 178 （139） 145 （254） 276 （269） 294 (158) 170 (246) 258 

特
別
免
許
状

小　　 学　　 校 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 0 （0） 2 (4) 4 (2) 2 

中　　 学　　 校 （0） 0 （0） 0 （5） 5 （3） 3 （8） 8 （0） 0 （1） 1 （0） 0 （2） 2 (6) 6 (3) 3 

高　 等　 学　 校 （0） 0 （0） 0 （5） 5 （6） 6 （9） 9 （0） 0 （1） 1 （0） 0 （2） 2 (10) 13 (2) 2 

　計　 （0） 0 （0） 0 （10） 10 （9） 9 （17） 17 （0） 0 （2） 2 （0） 0 （4） 6 (20) 23 (7) 7 

総　授　与　件　数 (172) 241 (154) 209 (216) 247 (198) 221 (227) 250 (171) 205 (149) 181 (258) 315 (274) 329 (182) 217 (271) 298 

（注）（　）内の数字は、日本国籍を有しない者に対する授与件数を示し、内数である。
平成24年度の臨時免許状の合計数には特別支援学校助教諭臨時免許状１件、令和元年度の専修免許状の合計数には特別支援学校教諭専修免許状１件、
令和２年度の専修免許状の合計数には小学校教諭専修免許状１件、令和３年度の二種免許状の合計数には特別支援学校教諭二種免許状１件を含む。
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表 6-1　公立学校の免許外教科担任の許可件数の推移

区分 平成 
24 年度

平成 
25 年度

平成 
26 年度

平成 
27 年度

平成 
28 年度

平成 
29 年度

平成 
30 年度

令和 
元年度

令和 
2 年度

令和 
3 年度

令和 
4 年度

中学校 7,950 7,496 7,128 6,968 6,784 6,781 6,686 6,514 6,380 6,410 6,137 
高等学校 3,349 3,305 3,124 3,037 2,941 2,887 2,807 2,661 2,592 2,569 2,157 

計 11,299 10,801 10,252 10,005 9,725 9,668 9,493 9,175 8,972 8,979 8,294 

表 6-2　公立中学校における免許外教科担任の許可件数　（都道府県別）
区　　　　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 増減 前年度から

の増加率
1 北 海 道 1,459 1,343 1,177 1,055 975 932 861 799 770 725 739 14 (1.93%)
2 青 森 県 333 313 296 287 260 265 275 265 251 244 247 3 (1.23%)
3 岩 手 県 250 180 160 165 170 147 140 108 151 135 142 7 (5.19%)
4 宮 城 県 187 166 166 164 112 128 132 109 89 84 93 9 (10.71%)
5 秋 田 県 67 63 67 58 56 59 63 51 49 54 59 5 (9.26%)
6 山 形 県 149 120 113 120 112 131 119 111 112 109 111 2 (1.83%)
7 福 島 県 608 570 326 290 278 265 271 272 245 238 237 -1 (-0.42%)
8 茨 城 県 38 27 19 21 23 24 11 16 19 16 16 0 (0.00%)
9 栃 木 県 165 150 137 121 156 155 155 165 161 177 167 -10 (-5.65%)
10 群 馬 県 58 57 63 54 35 33 37 30 34 31 5 -26 (-83.87%)
11 埼 玉 県 3 2 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0
12 千 葉 県 277 249 337 355 370 344 328 343 371 356 345 -11 (-3.09%)
13 東 京 都 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
14 神奈川県 133 121 128 149 125 132 143 142 105 127 128 1 (0.79%)
15 新 潟 県 155 140 158 154 130 156 157 166 168 190 155 -35 (-18.42%)
16 富 山 県 59 59 57 62 52 53 65 65 63 43 62 19 (44.19%)
17 石 川 県 94 85 78 77 81 79 86 85 91 82 87 5 (6.10%)
18 福 井 県 125 123 107 94 89 105 105 95 74 75 60 -15 (-20.00%)
19 山 梨 県 94 84 68 69 56 56 63 48 0 58 63 5 (8.62%)
20 長 野 県 66 52 52 45 40 37 36 37 46 35 23 -12 (-34.29%)
21 岐 阜 県 370 334 322 321 320 339 325 340 362 317 340 23 (7.26%)
22 静 岡 県 354 373 371 334 350 345 266 234 213 189 171 -18 (-9.52%)
23 愛 知 県 115 116 129 156 94 122 121 116 112 131 136 5 (3.82%)
24 三 重 県 86 68 67 62 67 78 75 54 50 51 58 7 (13.73%)
25 滋 賀 県 9 9 14 11 6 6 13 12 12 12 6 -6 (-50.00%)
26 京 都 府 57 54 53 53 49 44 43 38 29 36 36 0 (0.00%)
27 大 阪 府 104 96 103 93 89 100 114 135 120 174 171 -3 (-1.72%)
28 兵 庫 県 273 252 263 246 229 225 229 178 147 149 115 -34 (-22.82%)
29 奈 良 県 17 16 17 12 10 12 7 9 10 8 11 3 (37.50%)
30 和歌山県 223 239 243 250 233 247 240 249 254 245 260 15 (6.12%)
31 鳥 取 県 6 2 3 4 2 5 1 1 1 1 0 -1 (-100.00%)
32 島 根 県 34 25 28 27 32 20 24 19 24 23 17 -6 (-26.09%)
33 岡 山 県 18 19 18 15 10 8 11 9 7 8 9 1 (12.50%)
34 広 島 県 178 220 208 267 443 415 393 406 424 459 355 -104 (-22.66%)
35 山 口 県 164 145 147 169 167 147 159 155 148 153 132 -21 (-13.73%)
36 徳 島 県 182 198 211 210 217 210 188 213 215 217 179 -38 (-17.51%)
37 香 川 県 125 161 145 141 128 131 140 135 148 132 123 -9 (-6.82%)
38 愛 媛 県 143 140 155 135 125 115 120 134 128 142 121 -21 (-14.79%)
39 高 知 県 153 135 133 131 131 165 166 171 168 163 143 -20 (-12.27%)
40 福 岡 県 31 35 31 33 38 46 44 44 47 46 56 10 (21.74%)
41 佐 賀 県 5 2 2 0 1 2 1 1 0 0 0 0
42 長 崎 県 118 89 93 89 109 99 95 96 119 110 102 -8 (-7.27%)
43 熊 本 県 174 172 166 162 153 155 171 174 169 180 189 9 (5.00%)
44 大 分 県 223 261 236 234 249 262 283 261 266 274 248 -26 (-9.49%)
45 宮 崎 県 159 158 164 206 203 180 172 189 200 185 170 -15 (-8.11%)
46 鹿児島県 117 104 94 86 70 35 27 14 6 1 0 -1 (-100.00%)
47 沖 縄 県 192 169 202 181 137 167 211 220 202 225 250 25 (11.11%)

合　計 7,950 7,496 7,128 6,968 6,784 6,781 6,686 6,514 6,380 6,410 6,137
-273 (-4.26%)（前年度からの

増加率） (-1.62%) (-5.71%) (-4.91%) (-2.24%) (-2.64%) (-0.04%) (-1.40%) (-2.57%) (-2.06%) (0.47%) (-4.26%)

［調査・統計］◆資料◆
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表 6-3　公立高等学校における免許外教科担任の許可件数　（都道府県別）
区　　　　分 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 増減 前年度から

の増加率
1 北 海 道 249 216 197 198 187 192 191 146 140 137 155 18 (13.14%)
2 青 森 県 98 93 101 91 94 95 92 81 75 76 73 -3 (-3.95%)
3 岩 手 県 96 82 88 98 77 96 92 84 82 90 88 -2 (-2.22%)
4 宮 城 県 108 115 93 70 61 56 67 61 64 64 62 -2 (-3.13%)
5 秋 田 県 76 77 70 67 68 64 60 66 57 61 53 -8 (-13.11%)
6 山 形 県 63 64 57 59 50 58 46 55 56 60 40 -20 (-33.33%)
7 福 島 県 144 164 143 140 158 117 121 125 140 130 94 -36 (-27.69%)
8 茨 城 県 124 113 103 87 88 80 82 60 29 30 18 -12 (-40.00%)
9 栃 木 県 2 2 2 1 35 51 74 61 60 71 33 -38 (-53.52%)
10 群 馬 県 23 30 25 23 28 31 27 25 25 18 19 1 (5.56%)
11 埼 玉 県 2 2 3 2 3 2 2 2 2 3 3 0 (0.00%)
12 千 葉 県 51 59 49 43 43 34 34 27 34 33 35 2 (6.06%)
13 東 京 都 19 33 37 33 31 29 31 31 5 5 0 -5 (-100.00%)
14 神奈川県 204 183 187 165 166 136 112 86 88 69 83 14 (20.29%)
15 新 潟 県 134 154 122 124 133 120 125 120 108 100 70 -30 (-30.00%)
16 富 山 県 96 95 89 84 75 86 92 100 95 103 85 -18 (-17.48%)
17 石 川 県 150 145 149 202 154 147 145 154 140 136 93 -43 (-31.62%)
18 福 井 県 14 8 4 5 4 3 1 2 2 1 0 -1 (-100.00%)
19 山 梨 県 28 26 28 32 28 24 28 34 29 28 22 -6 (-21.43%)
20 長 野 県 235 222 230 208 169 188 171 158 167 170 130 -40 (-23.53%)
21 岐 阜 県 115 111 107 88 92 92 92 105 96 85 77 -8 (-9.41%)
22 静 岡 県 140 155 130 135 115 111 69 53 44 44 31 -13 (-29.55%)
23 愛 知 県 86 87 77 83 60 59 57 50 52 44 42 -2 (-4.55%)
24 三 重 県 43 43 56 45 46 41 45 41 43 42 40 -2 (-4.76%)
25 滋 賀 県 32 30 32 26 31 30 27 23 28 16 17 1 (6.25%)
26 京 都 府 7 8 8 9 6 10 10 10 15 8 6 -2 (-25.00%)
27 大 阪 府 37 45 21 22 17 18 23 26 31 28 26 -2 (-7.14%)
28 兵 庫 県 21 24 13 17 14 13 9 9 7 6 13 7 (116.67%)
29 奈 良 県 3 3 2 3 4 2 3 1 2 1 3 2 (200.00%)
30 和歌山県 91 92 103 90 104 117 107 104 118 105 72 -33 (-31.43%)
31 鳥 取 県 56 46 36 38 35 41 43 46 48 47 38 -9 (-19.15%)
32 島 根 県 47 41 46 44 43 53 44 46 47 42 37 -5 (-11.90%)
33 岡 山 県 15 13 12 14 15 16 14 13 14 13 15 2 (15.38%)
34 広 島 県 94 94 90 95 76 76 82 79 83 124 100 -24 (-19.35%)
35 山 口 県 40 45 45 42 40 41 39 42 41 41 16 -25 (-60.98%)
36 徳 島 県 64 77 81 82 82 71 64 57 57 67 55 -12 (-17.91%)
37 香 川 県 23 28 32 25 28 27 27 14 12 16 20 4 (25.00%)
38 愛 媛 県 52 44 39 38 38 35 37 37 35 37 27 -10 (-27.03%)
39 高 知 県 73 69 55 61 67 69 76 72 78 73 73 0 (0.00%)
40 福 岡 県 63 47 60 56 55 60 53 51 39 41 39 -2 (-4.88%)
41 佐 賀 県 26 25 24 23 22 22 24 28 33 25 26 1 (4.00%)
42 長 崎 県 69 62 55 53 57 65 59 64 68 81 61 -20 (-24.69%)
43 熊 本 県 38 40 31 38 32 26 30 26 26 27 27 0 (0.00%)
44 大 分 県 28 30 28 28 29 33 27 18 28 25 18 -7 (-28.00%)
45 宮 崎 県 15 16 23 41 61 34 39 43 30 33 24 -9 (-27.27%)
46 鹿児島県 14 16 19 16 16 15 14 14 13 13 0 -13 (-100.00%)
47 沖 縄 県 141 131 122 93 104 101 100 111 106 100 98 -2 (-2.00%)

合　計 3,349 3,305 3,124 3,037 2,941 2,887 2,807 2,661 2,592 2,569 2,157
-412 (-16.04%)（前年度からの

増加率） (-3.68%) (-1.31%) (-5.48%) (-2.78%) (-3.16%) (-1.84%) (-2.77%) (-5.20%) (-2.59%) (-0.89%) (-16.04%)

［調査・統計］◆資料◆
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表７　臨時免許状の授与件数（都道府県別）（令和4年度）

都道府
県名 幼稚園 小学校 中学校 高等学校 特別支援 

学校 養護教諭
特別支援 

学校 
自立教科等

合　　計

北海道 3 (2) 138 (9) 30 (5) 58 (5) 2 (2) 5 (2) 236 (25)
青森県 5 118 25 39 (1) 34 7 (1) 228 (2)
岩手県 29 22 54 (1) 5 3 113 (1)
宮城県 7 (1) 67 (6) 15 (2) 36 (1) 6 2 133 (10)
秋田県 11 1 16 1 2 31 
山形県 12 92 (3) 35 52 (5) 5 (1) 1 197 (9)
福島県 2 125 (16) 20 (3) 34 (5) 7 3 191 (24)
茨城県 9 71 19 87 1 187 
栃木県 1 148 (1) 66 (4) 183 (12) 20 (1) 6 (1) 424 (19)
群馬県 276 11 7 14 15 323 
埼玉県 44 790 60 101 75 2 1,072 
千葉県 3 155 19 20 197 
東京都 9 1 (1) 5 (1) 15 (2)
神奈川県 10 4 14 
新潟県 7 (1) 106 (17) 66 (10) 132 (15) 21 (1) 9 (2) 341 (46)
富山県 4 77 24 50 11 6 172 
石川県 133 30 35 27 2 227 
福井県 3 37 6 52 14 5 117 
山梨県 51 (10) 16 (9) 22 (5) 9 (1) 98 (25)
長野県 4 (2) 4 (3) 8 (5)
岐阜県 1 (1) 38 (5) 4 (2) 2 (2) 1 (1) 46 (11)
静岡県 25 7 6 7 1 46 
愛知県 3 14 1 18 
三重県 1 102 53 33 6 195 
滋賀県 2 8 10 
京都府 12 188 (8) 135 (8) 107 (8) 53 (1) 18 513 (25)
大阪府 17 6 7 1 31 
兵庫県 2 7 (1) 23 2 34 (1)
奈良県 88 (4) 40 (3) 40 168 (7)
和歌山県 12 153 99 78 42 8 1 393 
鳥取県 10 (1) 99 (11) 49 (12) 114 (15) 13 3 (1) 1 289 (40)
島根県 38 (15) 24 (11) 24 (2) 10 (1) 96 (29)
岡山県 6 159 82 93 13 5 358 
広島県 19 232 (6) 127 (4) 116 (8) 494 (18)
山口県 2 45 (7) 18 (5) 29 (3) 11 2 107 (15)
徳島県 6 74 40 47 40 6 2 215 
香川県 48 8 28 (6) 2 86 (6)
愛媛県 1 8 1 10 
高知県 10 109 (6) 40 62 (2) 34 1 256 (8)
福岡県 15 (1) 477 (8) 184 (5) 113 (2) 111 (1) 3 1 904 (17)
佐賀県 1 56 (1) 22 (5) 18 (2) 7 4 108 (8)
長崎県 3 57 62 99 15 3 1 240 
熊本県 24 12 18 54 
大分県 2 67 (12) 27 (3) 50 (5) 17 3 166 (20)
宮崎県 2 90 (7) 179 (5) 129 (6) 25 1 426 (18)
鹿児島県 4 (1) 134 (39) 368 (15) 191 (8) 14 (2) 6 (1) 1 718 (66)
沖縄県 1 116 129 74 2 2 324 

計 207 (8) 4,888 (193) 2,195 (113) 2,518 (123) 661 (9) 150 (11) 10 10,629 (457)

（注）括弧内の数字は、免許状更新講習を修了していない者に対する臨時免許状の授与件数を内数で示すもの

［調査・統計］◆資料◆
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表８　免許状の種類別の課程認定大学等数
（令和 5 年４月１日現在）

区 分 大 学 等 数 教職課程を有する 
大学等数

免許状の種類別の教職課程を有する大学数等

幼稚園 小学校 中学校 高等学校 養護教諭 栄養教諭 特別支援
学校教諭

大
　
学

国 立 82 76 92.7% 49 52 72 76 21 2 50

公 立 99 61 61.6% 12 5 43 49 18 20 7

私 立 606 465（23） 76.7% 209（13） 194（13） 398（15） 418（18） 92（4） 113 110（6）

計 787 602（23） 76.5% 270（13） 251（13） 513（15） 543（18） 131（4） 135 167（6）

短
　
期
　
大
　
学

国 立 0 0 0.0% 0 0 0 0 0 0

公 立 15 7 46.7% 4 0 3 0 1 0

私 立 290 209（8） 73.1% 193（7） 21 30（1） 10 40 2

計 305 216（8） 71.8% 197（7） 21 33（1） 10 41 2

合 計 1092 818（31） 75.2% 467（20） 272（13） 546（16） 543（18） 141（4） 176 169（6）

大
　
学
　
院

国 立 86 76 88.4% 48 53 70 76 31 10 47

公 立 88 37 42.0% 3 3 27 34 7 4 0

私 立 488 299（10） 60.5% 58（5） 75（5） 246（5） 269（6） 31 31 11（1）

計 662 412（10） 61.3% 109（5） 131（5） 343（5） 379（6） 69 45 58（1）

専
　
攻
　
科
　
　

国 立 13 13 100.0% 0 0 0 1 0 0 12

公 立 13 2 15.4% 0 1 0 0 0 0 1

私 立 46 16 34.8% 3 5 12 13 1 0 0

計 72 31 43.1% 3 6 12 14 1 0 13

短
期
大
学
専
攻
科

国 立 0 0 0.0% 0 0 0 0 0

公 立 2 1 50.0% 1 0 0 0 0

私 立 80 12 15.0% 8 2 5 0 0

計 82 13 15.9% 9 2 5 0 0

指
定
教
員
養
成
機
関 

（
専
門
学
校
等
）

国 立 7 7 0 0 6 0 1

公 立 0 0 0 0 0 0 0

私 立 27 27 25 1 1 2 0

計 34 34 25 1 7 2 1

※１　括弧内の数値は、各欄における教職課程を有する大学等数のうち、通信教育課程を有する大学等数。
※２　通信教育課程を有する大学においても、教職課程の科目のうち教育実習等の一部の科目は通学昼間スクーリングで実施される。

［調査・統計］◆資料◆
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表９　学校種類別の免許状取得状況（令和4年度大学等新規卒業者）

区　　分 卒業者 
の　数

免許状 
取得者 
実　数

幼　　稚　　園 小　学　校 中　学　校 高　等　学　校
専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 15,715 11,132 0 1,168 273 1,441 0 8,334 574 8,908 0 8,152 1,003 9,155 0 8,201 8,201 

一　　般 59,754 4,680 0 141 19 160 0 728 23 751 1 2,795 60 2,856 1 4,653 4,654 
公　　立 19,937 2,412 0 380 0 380 0 303 12 315 0 1,132 9 1,141 0 1,654 1,654 
私　　立 353,292 47,474 0 12,759 12 12,771 0 11,889 174 12,063 4 22,869 449 23,322 4 28,865 28,869 

計 448,698 65,698 0 14,448 304 14,752 0 21,254 783 22,037 5 34,948 1,521 36,474 5 43,373 43,378 

短
期
大
学

国　　立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　立 687 324 0 0 188 188 0 0 0 0 0 0 92 92 0 0 0 
私　　立 26,277 20,054 0 0 19,023 19,023 0 0 421 421 0 0 311 311 0 0 0 

計 26,964 20,378 0 0 19,211 19,211 0 0 421 421 0 0 403 403 0 0 0 

大
　
学
　
院

国　　立 33,292 2,564 111 8 1 120 875 15 4 894 1,965 32 1 1,998 2,420 59 2,479 
公　　立 3,368 178 2 0 0 2 7 0 0 7 112 1 0 113 161 8 169 
私　　立 19,216 1,359 36 0 0 36 101 54 1 156 934 173 0 1,107 1,061 190 1,251 

計 55,876 4,101 149 8 1 158 983 69 5 1,057 3,011 206 1 3,218 3,642 257 3,899 
うち教職
大学院 5,664 1,485 85 8 1 94 750 15 0 765 1,260 6 1 1,267 1,416 5 1,421 

専
　
攻
　
科
　

国　　立 215 176 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 
公　　立 6 6 0 0 0 0 3 0 0 3 0 0 0 0 0 0 0 
私　　立 51 24 0 0 0 0 3 0 0 3 20 1 0 21 20 1 21 

計 272 206 0 0 0 0 6 0 0 6 20 1 0 21 22 1 23 

短
期
大
学

　
専
攻
科

国　　立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　立 9 9 0 9 0 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　立 159 115 0 68 0 68 0 25 0 25 0 0 1 1 0 0 0 

計 168 124 0 77 0 77 0 25 0 25 0 0 1 1 0 0 0 
指定教員養成機関 1,999 1,786 0 0 1,476 1,476 0 0 22 22 0 0 0 0 0 0 0 
うち障害者の数 2,304 284 1 36 33 2,660 3 81 4 88 11 119 4 134 14 157 171 

合　　計 533,977 92,293 149 14,533 20,992 35,674 989 21,348 1,231 23,568 3,036 35,155 1,926 40,117 3,669 43,631 47,300 

区　　分
特別支援学校 養　護　教　諭 栄　養　教　諭 合　　計　（延べ数）

専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 1,466 198 1,664 0 274 0 274 0 20 0 20 0 27,615 2,048 29,663 

一　　般 0 156 0 156 0 110 4 114 0 17 1 18 2 8,600 107 8,709 
公　　立 0 171 0 171 0 186 0 186 0 112 0 112 0 3,938 21 3,959 
私　　立 0 3,071 0 3,071 0 1,871 0 1,871 0 708 107 815 8 82,032 742 82,782 

計 0 4,864 198 5,062 0 2,441 4 2,445 0 857 108 965 10 122,185 2,918 125,113 

短
期
大
学

国　　立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 13 13 0 0 293 293 
私　　立 0 0 32 32 0 0 265 265 0 0 205 205 0 0 20,257 20,257

計 0 0 32 32 0 0 265 265 0 0 218 218 0 0 20,450 20,450 

大
　
学
　
院

国　　立 142 8 27 177 40 0 0 40 0 0 0 0 5,553 122 33 5,708 
公　　立 0 0 0 0 4 0 0 4 0 0 0 0 286 9 0 295 
私　　立 5 1 0 6 10 0 0 10 9 0 0 9 2,156 418 1 2,575 

計 147 9 27 183 54 0 0 54 9 0 0 9 7,995 549 34 8,578 
うち教職
大学院 111 6 27 144 33 0 0 33 0 0 0 0 3,655 40 29 3,724 

専
　
攻
　
科
　

国　　立 4 137 0 141 0 33 0 33 0 0 0 0 6 170 0 176 
公　　立 0 3 0 3 0 0 0 0 0 0 0 0 3 3 0 6 
私　　立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 43 2 0 45 

計 4 140 0 144 0 33 0 33 0 0 0 0 52 175 0 227 

短
期
大
学

　
専
攻
科

国　　立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 9 0 9 
私　　立 0 0 4 4 0 39 0 39 0 0 0 0 0 132 5 137 

計 0 0 4 4 0 39 0 39 0 0 0 0 0 141 5 146 
指定教員養成機関 0 12 0 12 0 241 27 268 0 7 10 17 0 260 1,535 1,795 
うち障害者の数 3 34 2 39 0 3 0 3 0 1 0 1 32 431 43 506 

合　　計 151 5,025 261 5,437 54 2,754 296 3,104 9 864 336 1,209 8,057 123,310 25,042 156,409 

※「免許状取得希望者実数」に１名以上の記載がある学部・研究科等を対象として算出している。

［調査・統計］◆資料◆
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表１０　中学校の教科別の免許状取得状況（令和4年度大学等新規卒業者）

区　　分 国語 社会 数学 理科

専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 928 149 1,077 0 886 96 982 0 879 61 940 0 815 30 845 

一　　 般 0 647 81 728 0 670 40 710 0 742 41 783 0 752 10 762 
公　　 立 0 153 1 154 0 188 3 191 0 81 0 81 0 141 0 141 
私　　 立 2 2,715 14 2,731 0 3,908 37 3,945 1 1,826 4 1,831 1 1,524 1 1,526 

計 2 4,443 245 4,690 0 5,652 176 5,828 1 3,528 106 3,635 1 3,232 41 3,274 

短 

期 

大 

学

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 23 23 0 0 11 11 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 39 39 0 0 10 10 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 62 62 0 0 21 21 0 0 0 0 0 0 0 0 

大
　
学
　
院

国　　 立 174 5 0 179 330 3 1 334 351 5 0 356 378 13 0 391 
公　　 立 5 0 0 5 4 0 0 4 10 0 0 10 32 1 0 33 
私　　 立 105 2 0 107 107 11 0 118 109 4 0 113 164 2 0 166 

計 284 7 0 291 441 14 1 456 470 9 0 479 574 16 0 590 
うち教職
大学院 109 1 0 110 183 4 0 187 165 0 0 165 161 0 0 161 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 2 0 0 0 0 

短
期
大
学 

　
専
攻
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
指定教員養成機関 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
うち障害者の数 2 13 0 15 1 31 3 35 0 5 1 6 2 14 0 16 

合　　 計 286 4,450 307 5,043 441 5,666 198 6,305 473 3,537 106 4,116 575 3,248 41 3,864 

区　　分 音楽 美術 保健体育 保健

専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 377 18 395 0 249 29 278 0 634 48 682 0 59 1 60 

一　　 般 1 303 8 312 0 191 9 200 0 462 9 471 0 185 0 185 
公　　 立 0 90 0 90 0 112 0 112 0 50 0 50 0 1 0 1 
私　　 立 0 1,382 0 1,382 0 608 0 608 0 6,499 314 6,813 0 238 0 238 

計 1 2,152 26 2,179 0 1,160 38 1,198 0 7,645 371 8,016 0 483 1 484 

短 
期 
大 
学

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 27 27 0 0 12 12 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 67 67 0 0 60 60 0 0 57 57 0 0 1 1 

計 0 0 94 94 0 0 72 72 0 0 57 57 0 0 1 1 

大
　
学
　
院

国　　 立 101 0 0 101 65 0 0 65 206 0 0 206 17 0 0 17 
公　　 立 18 0 0 18 22 0 0 22 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 171 1 0 172 33 0 0 33 119 146 0 265 2 0 0 2 

計 290 1 0 291 120 0 0 120 325 146 0 471 19 0 0 19 
うち教職
大学院 51 0 0 51 37 0 0 37 110 0 0 110 13 0 0 13 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 17 1 0 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 17 1 0 18 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

短
期
大
学 

　
専
攻
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
指定教員養成機関 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
うち障害者の数 2 9 1 12 2 4 0 6 0 12 0 12 0 1 0 1 

合　　 計 308 2,154 121 2,583 120 1,160 110 1,390 325 7,791 428 8,544 19 483 2 504 

［調査・統計］◆資料◆
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区　　分 技術 家庭 職業 職業指導

専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 174 39 213 0 313 98 411 0 0 0 0 0 0 5 5 

一　　 般 0 136 15 151 0 209 24 233 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 7 0 7 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 133 0 133 0 527 0 527 0 0 0 0 0 1 0 1 

計 0 443 54 497 0 1,056 122 1,178 0 0 0 0 0 1 5 6 

短 

期 

大 

学

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 4 4 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 38 38 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 42 42 0 0 0 0 0 0 0 0 

大
　
学
　
院

国　　 立 60 1 0 61 59 0 0 59 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 6 0 0 6 11 0 0 11 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 66 1 0 67 70 0 0 70 0 0 0 0 0 0 0 0 
うち教職
大学院 33 1 0 34 42 0 0 42 0 0 0 0 0 0 0 0 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

短
期
大
学 

　
専
攻
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
指定教員養成機関 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
うち障害者の数 0 1 1 2 0 4 0 4 0 0 0 0 0 0 0 0 

合　　 計 66 444 54 564 70 1,056 164 1,290 0 0 0 0 0 1 5 6 

区　　分 英語 他の外国語 宗教 合　　計

専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計 専修 一種 二種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 687 183 870 0 0 0 0 0 0 0 0 0 6,001 757 6,758 

一　　 般 0 642 69 711 0 7 0 7 0 0 0 0 1 4,946 306 5,253 
公　　 立 0 283 5 288 0 2 0 2 0 0 0 0 0 1,108 9 1,117 
私　　 立 0 3,444 79 3,523 0 52 0 52 0 32 0 32 4 22,889 449 23,342 

計 0 5,056 336 5,392 0 61 0 61 0 32 0 32 5 34,944 1,521 36,470 

短 
期 
大 
学

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 15 15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 92 92 
私　　 立 0 0 39 39 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 311 311 

計 0 0 54 54 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 403 403 

大
　
学
　
院

国　　 立 222 5 0 227 2 0 0 2 0 0 0 0 1,965 32 1 1,998 
公　　 立 16 0 0 16 0 0 0 0 0 0 0 0 107 1 0 108 
私　　 立 95 6 0 101 3 1 0 4 8 0 0 8 933 173 0 1,106 

計 333 11 0 344 5 1 0 6 8 0 0 8 3,005 206 1 3,212 
うち教職
大学院 130 2 0 132 1 0 0 1 0 0 0 0 1,035 8 0 1,043 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 20 1 0 21 

計 1 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 20 1 0 21 

短
期
大
学 

　
専
攻
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 
指定教員養成機関 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
うち障害者の数 1 25 0 26 0 0 0 0 1 0 0 1 11 119 6 136 

合　　 計 334 5,067 390 5,791 5 62 0 67 8 32 0 40 3,030 35,151 1,926 40,107 

［調査・統計］◆資料◆
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表１１ 　高等学校の教科別の免許状取得状況（令和4年度大学等新規卒業者）
区　　分 国語 地理歴史 公　民 数　学 理　科 音　楽 美　術

専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 846 846 0 616 616 0 553 553 0 872 872 0 944 944 0 381 381 0 215 215 

一　　 般 0 666 666 0 607 607 0 434 434 0 947 947 0 1,156 1,156 1 321 322 0 193 193 
公　　 立 0 162 162 0 151 151 0 199 199 0 87 87 0 191 191 0 104 104 0 149 149 
私　　 立 2 2,856 2,858 0 3,164 3,164 0 3,130 3,130 1 1,944 1,945 1 1,715 1,716 0 1,429 1,429 0 683 683 

計 2 4,530 4,532 0 4,538 4,538 0 4,316 4,316 1 3,850 3,851 1 4,006 4,007 1 2,235 2,236 0 1,240 1,240 

大
　
学
　
院

国　　 立 178 4 182 256 8 264 217 3 220 396 7 403 525 28 553 107 0 107 64 0 64 
公　　 立 4 0 4 4 0 4 2 0 2 11 0 11 48 4 52 32 0 32 31 0 31 
私　　 立 116 3 119 89 4 93 53 13 66 111 4 115 173 2 175 184 1 185 33 0 33 

計 298 7 305 349 12 361 272 16 288 518 11 529 746 34 780 323 1 324 128 0 128 
うち教職
大学院 107 0 107 135 5 140 127 2 129 176 0 176 188 1 189 52 0 52 36 0 36 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 17 0 17 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 17 0 17 0 0 0 
うち障害者の数 2 14 16 1 28 29 0 25 25 0 6 6 4 15 19 2 9 11 2 4 6 
合　　 計 300 4,537 4,837 349 4,550 4,899 272 4,332 4,604 521 3,861 4,382 747 4,040 4,787 341 2,236 2,577 128 1,240 1,368 

区　　分 工　芸 書　道 保健体育 保　健 看　護 家　庭 農　業
専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 30 30 0 107 107 0 618 618 0 61 61 0 0 0 0 292 292 0 29 29 

一　　 般 0 27 27 0 54 54 0 599 599 0 92 92 0 4 4 0 196 196 0 83 83 
公　　 立 0 36 36 7 0 7 0 59 59 0 0 0 0 0 0 0 7 7 0 14 14 
私　　 立 0 88 88 0 321 321 0 7,077 7,077 0 361 361 0 81 81 0 549 549 0 248 248 

計 0 181 181 7 482 489 0 8,353 8,353 0 514 514 0 85 85 0 1,044 1,044 0 374 374 

大
　
学
　
院

国　　 立 17 0 17 19 0 19 206 0 206 22 0 22 0 0 0 59 0 59 8 0 8 
公　　 立 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 6 0 6 1 0 1 117 151 268 2 0 2 1 0 1 10 0 10 2 0 2 

計 24 0 24 20 0 20 323 151 474 24 0 24 1 0 1 69 0 69 10 0 10 
うち教職
大学院 11 0 11 10 0 10 105 0 105 18 0 18 0 0 0 42 0 42 4 0 4 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
うち障害者の数 0 0 0 0 1 1 0 12 12 0 1 1 0 0 0 0 3 3 0 1 1 
合　　 計 24 181 205 27 482 509 323 8,504 8,827 24 514 538 1 85 86 69 1,044 1,113 10 374 384 

区　　分 工　業 商　業 水　産 商　船 職業指導 情　報 福　祉
専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 186 186 0 17 17 0 9 9 0 4 4 0 3 3 0 31 31 0 0 0 

一　　 般 0 165 165 0 17 17 0 10 10 0 0 0 0 0 0 0 124 124 0 0 0 
公　　 立 0 36 36 0 39 39 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 41 41 0 21 21 
私　　 立 0 590 590 0 346 346 0 15 15 0 0 0 0 2 2 0 707 707 0 78 78 

計 0 977 977 0 419 419 0 35 35 0 4 4 0 5 5 0 903 903 0 99 99 

大
　
学
　
院

国　　 立 64 0 64 9 0 9 2 0 2 1 0 1 0 0 0 44 4 48 1 0 1 
公　　 立 6 3 9 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 4 0 4 0 0 0 
私　　 立 37 2 39 3 0 3 0 0 0 0 0 0 1 0 1 10 4 14 2 0 2 

計 107 5 112 12 0 12 2 0 2 1 0 1 1 0 1 58 8 66 3 0 3 
うち教職
大学院 30 0 30 6 0 6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 24 3 27 1 0 1 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 

計 0 0 0 0 0 0 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 1 1 0 0 0 
うち障害者の数 0 4 4 0 2 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 6 7 0 3 3 
合　　 計 107 982 1,089 12 419 431 4 35 39 1 4 5 1 5 6 58 912 970 3 99 102 

［調査・統計］◆資料◆
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及び教員免許状取得状況等調査［調査・統計］

区　　分 英語 他の外国語 宗　教 合　　計
専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計 専修 一種 計

大
　
　
学

国
　
立

教員養成 
大学・学部 0 647 647 0 0 0 0 0 0 0 6,461 6,461 

一　　 般 0 687 687 0 11 11 0 0 0 1 6,393 6,394 
公　　 立 0 320 320 0 6 6 24 0 24 31 1,623 1,654 
私　　 立 0 3,397 3,397 0 68 68 0 36 36 4 28,885 28,889 

計 0 5,051 5,051 0 85 85 24 36 60 36 43,362 43,398 

大
　
学
　
院

国　　 立 223 5 228 2 0 2 0 0 0 2,420 59 2,479 
公　　 立 18 0 18 0 5 5 0 0 0 161 12 173 
私　　 立 97 30 127 5 2 7 8 0 8 1,061 216 1,277 

計 338 35 373 7 7 14 8 0 8 3,642 287 3,929 
うち教職
大学院 131 1 132 1 0 1 0 0 0 1,204 12 1,216 

専
　
攻
　
科

国　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 2 
公　　 立 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
私　　 立 1 0 1 0 0 0 0 0 0 20 1 21 

計 1 0 1 0 0 0 0 0 0 22 1 23 
うち障害者の数 1 23 24 0 0 0 1 0 1 14 157 171 
合　　 計 339 5,086 5,425 7 92 99 32 36 68 3,700 43,650 47,350 

［調査・統計］◆資料◆
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1．はじめに1．はじめに
　滝沢市は、岩手山の裾野に広がる豊かな自然環境の
下、県都盛岡市に隣接する立地を踏まえた充実した都
市基盤、大学や各種研究機関が集積した研究学園地域
としての機能も強化されている。みちのくの初夏の風
物詩「チャグチャグ馬コ」の発祥地であり、宮澤賢治は、
岩手山と鞍掛山などの広大な自然に魅せられ、作品に
は、市内の地名が多く登場しているなど、利便性と住
環境の調和のとれた魅力あふれるまちとして発展を遂
げてきた。
　人口約 55,000 人、児童生徒数約 4,700 人の本市は、
平成 26 年 1 月 1 日に人口日本一の村から、住民自治
日本一の市を目指して、今年市政 10 周年を迎え、「や
さしさに包まれたまち」をスローガンに掲げているとこ
ろである。
　また、本市は、盛岡大学や岩手県立大学が立地して
いる特徴を活かし、各大学とも連携し、「学びにより充
実した人生を送ることができるまち」の実現を目指して
教育施策を展開している。
　市教育委員会としては、小学校９校、中学校６校、うち、
小中併設校２校を抱える。小学校は 700 人を超える大
規模校から、10 人弱の極小規模校、中学校も 600 人
を超える大規模校から 10 人程度の極小規模校まであ
り、学校規模の適正化を推進しつつ、各校が特色を生
かした取組を進めている。
　市学校教育目標として「『明るく　かしこく　たくまし
い子ども』の育成」を、めざす学校像として「『正義』と『信
頼』の学校」を掲げ、各小中学校とも、芸術・文化活
動や、運動面でも多くの実績を上げており、児童生徒
の活躍により、市民の活力となるべく、教育活動を展開
しているところである。

2．2．ラーニング・サポーター・プロジェクトラーニング・サポーター・プロジェクト
事業の概要事業の概要

　ラーニング・サポーター・プロジェクト事業は、本市
に立地する盛岡大学と岩手県立大学との連携により実
施されている。
　本事業は、大学在学中の教員志望者等を、学習支援
者（ラーニング・サポーター）として活用し、学力不振
及び不登校等、学校不適応児童生徒に対する学習相談
をはじめとした学習上のつまずきの解消や学習意欲の向
上等、学力向上及び学校不適応の解消を図ることをねら
いとしている。本事業では、大学生を学習支援者とする
ことで、児童生徒、大学生の両者にとってメリットがあ
るものと考えている。
　児童生徒にとって、自分たちにより年齢の近い大学生
は、気楽に相談したり、学習の相談をしたりすることの
できる「身近な支援者」であり、学習意欲の向上や学習
のつまずきの解消につながりやすいものと考える。また、
教員を志望する大学生にとっては、教育実習等以外で児
童生徒と係わる機会であり、素の教育現場に触れること
のできる機会といえる。

3．3．ラーニング・サポーター・プロジェクトラーニング・サポーター・プロジェクト
事業のこれまでの経緯事業のこれまでの経緯

　ラーニング・サポーター・プロジェクト事業は平成 18
年にスタートし、18 年目を迎えている。
　本市における児童生徒の学力向上の取組の推進、学
校不適応等の諸課題の解決策の一環として、市内に２つ
の大学が立地する状況を活かした取組として、かつ、教
員志望の大学生の研修機会を模索していた大学とのね
らいが一致した取組として始められたものである。

大学と連携した学習支援の取組大学と連携した学習支援の取組
～滝沢市ラーニング・サポーター・プロジェクト事業の展開～～滝沢市ラーニング・サポーター・プロジェクト事業の展開～

岩手県滝沢市教育委員会岩手県滝沢市教育委員会地方発！我が教育委員会の取組Series
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　事業の開始当時は、本市に立地する盛岡大学と岩手
県立大学に加え、隣接する盛岡市にある岩手大学とも
連携し、122 名の大学生がラーニング・サポーターとし
て登録した。以降、現在まで多くの学生に、ラーニング・
サポーターとして市内の児童生徒の支援にあたっていた
だいている（表１）。

盛岡大学 県立大学 岩手大学 合計

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度 ―

平成22年度 ―

平成23年度 ―

平成24年度 ―

平成25年度 ―

平成26年度 ―

平成27年度 ―

平成28年度 ―

平成29年度 ―

平成30年度 ―

令和元年度 ―

令和２年度 中止 中止 ― 中止

令和３年度 ―

令和４年度 ―

令和５年度 ―

令和６年度 ―

(R6は、R6.5.15現在の登録者数）

【表１　ラーニング・サポーターの人数の推移】

4．4．ラーニング・サポーター・プロジェクトラーニング・サポーター・プロジェクト
事業の流れ事業の流れ

　ラーニング・サポーター・プロジェクト事業の実施に
当たっては、「こんな支援をしてもらえると、子どもたち
の学力向上や不適応解消につながるだろう」といった「各
小中学校の要望」を市教育委員会が取りまとめ、各大
学に依頼し、大学では学生を募集・取りまとめ、市教委が、
個々の大学生を「ラーニング・サポーター」として委嘱
する、といった流れとなる（図１）。

岩手県滝沢市教育委員会岩手県滝沢市教育委員会

令令和和６６年年度度 ララーーニニンンググ・・ササポポーータターー・・ププロロジジェェククトト（（ＬＬ・・ＳＳ・・ＰＰ））事事業業 実実施施ままででのの流流れれ

① 滝沢市教育委員会は、各小・中学校へ、電子メールにて、「実施要項等」を送付する。

② 各小・中学校は、電子メールにて、計画書を提出する。

③ 滝沢市教育委員会は、各小・中学校から提出された計画書をもとに、校種ごとにまとめたものを作成し、「実施要項」等を添えて、各大学へ正式依頼を

行う。（各種様式等は、電子メールにて、各大学へ送付する）

④ 各大学は、学生を募集する。

⑤ 各大学は、希望する学生のとりまとめを行う。

⑥ 各大学は、滝沢市教育委員会から電子メールにて送付された様式により、参加学生の名簿並びに各小・中学校と連絡を取り合う担当者名簿を作成する。

⑦ 各大学は、電子メールにて、滝沢市教育委員会へ「名簿（学生名簿・担当者名簿）」を提出する。

※ 大学からの資料をもとに委員会は、証明書と名札を作成し、証明書交付式に持参する。【５月 日（水）：盛岡大学、５月 日（木）：県立大学】

⑧ 各小・中学校は、名簿をもとに、各大学の担当者と連絡を取り、今後の計画・日程等について調整する。

【留意点】

□ ラーニング・サポーター証明書の交付は、滝沢市教育委員会が各大学を訪問し、実施する。事業開始は、交付日の翌日からとする。

□ 本事業の財政的な支援は、それぞれの大学と協議し、滝沢市教育委員会が行う。

□ 各小・中学校は、学学生生のの活活動動記記録録簿簿のの（（写写））を、２２月月末末日日ままででに紙媒体もしくはメールにて速速ややかかにに報報告告する（各校の延参加学生数・日数・時間数等を把握）。

□ 各小・中学校は、２２月月末末日日ままででにに、実施内容、成果、課題等を簡潔にまとめた実実施施報報告告書書をを市市教教委委及及びび大大学学にに提提出出すするる（各校の実施内容等を把握）。

滝
沢
市
立
小
・
中
学
校

滝
沢
市
教
育
委
員
会

各

大

学

各

大

学

の

学

生

① 計画書提出依頼（３月）

② 計画書提出（４月上旬） ③ 正式依頼（４月中旬） ④ 学生の募集（４月中旬）

⑤ 関係書類の提出⑥ 名簿（学生・担当者）の提出
（５月２日）

⑧ 打ち合わせ（電子メール、電話等）
・ 計画の確認

・ オリエンテーションの持ち方
・ 来校に係る諸連絡 等

⑦ 名簿（学生・担当者）の送付
（５月３週）

【図１　ラーニング・サポーター・プロジェクト事業の流れ】

盛岡大学での「証明書交付式」
代表学生に証明書を交付する太田厚子教育長
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岩手県立大学での「証明書交付式」で、
学生に本事業のねらいと感謝を伝える太田厚子教育長

　市教育委員会では、「ラーニング・サポーター証明書
交付式」を各大学で行い、教育長から大学生の代表に
証明書を交付、大学生の支援に感謝を伝えるとともに、
活動の意欲付けを図っているところである。

5．5．ラーニング・サポーター・プロジェクトラーニング・サポーター・プロジェクト
事業の内容事業の内容

　ラーニング・サポーター・プロジェクト事業として実
施している支援内容は、学習指導の補助を基本として
いる。大学生による支援は、基本的に大学生の授業の
ない時間に行われるため、支援の内容については、各
小中学校の要望を全て叶えるものとはならない。その
ため、支援内容の打ち合わせが大学と各小中学校とで
行われ、ラーニング・サポーターの具体的な活動内容
が決められることとなる。
　学校からの要望については、学校行事における活動
支援も多く、ラーニング・サポーターの大学生には小
学校運動会や学習発表会での補助活動も行ってもらっ
ているところである。
　さらに、養護教諭や子どもに関わる看護職を目指す
学生の在籍する岩手県立大学看護学部の学生からは、
小中学校で行われる健康診断の補助や養護教諭の保健
室経営の補助の希望もあり、ラーニング・サポーター

岩手県滝沢市教育委員会岩手県滝沢市教育委員会

小学校の校外活動を支援するラーニング・サポーター

工作に取り組む児童を支援するラーニング・サポーター

中学校での放課後学習の支援にあたるラーニング・サポーター

の支援内容について、新たな可能性も見出していると
ころである。
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中学生により年齢の近いラーニング・サポーターは、
中学生も相談のしやすい「身近な支援者」である

【実施する支援内容】
　※　教育委員会から例示したもの
(1)　学習指導の補助に関わるもの

• 授業中の個別指導補助
• 授業における特別な支援を要する児童への

指導補助
• 中学校少人数指導における指導補助
• 長期休業中の学習指導補助（夏休み学習教

室・冬休み学習教室・英検に向けた集中特
訓等）

(2)　学校行事における活動支援
• 校内行事や課外活動における見守り活動
• 各行事での活動補助

6．6．ラーニング・サポーター・プロジェクトラーニング・サポーター・プロジェクト
事業の成果事業の成果

（1）各小中学校の実施報告書より
　市教育委員会では、年度末に各小中学校からの実施
報告書を取りまとめ、事業の検証を行い、次年度の計
画に生かしているところである。以下、各小中学校から

の報告のうち、成果として挙げられたものを抜粋し記載
する。
• 個別指導の補助・支援を受けることで、学習意欲の

向上が見られた。また、頑張りを認められ生徒の自
己肯定感の高揚につながった。（中学校）

• 個別に支援することで児童の学習意欲及び基礎学力
の高まりが見られた。（小学校）

• 学習指導では、授業時間内に支援が必要な児童が「わ
かった！」という瞬間を創り出すことができた。（小学校）

• 生活科で、一人一人の気付きを全体に広める機会を
作ることができ、児童に満足感をもたせることができ
た。（小学校）

• 高学年の体育指導では、安全確保ができ、準備や後
片付けの補助をしていただけるので、児童の活動時
間を十分に取ることができた。（小学校）

• 貧血検査時の体調管理や運営支援により、生徒がよ
り安心して検査に臨むことができた。（中学校）

• 強風の中でのスキー教室となったが、根気強く声をか
けたり手を差し伸べたりしてくれたことで、児童が最
後まで安全に楽しく学習することができた。（小学校）

（2）ラーニング・サポーター経験者への　
インタビューから

　これまでのラーニング・サポーター・プロジェクト事
業の実施により、ラーニング・サポーターを経験した
大学生が教職についている例も少なくない。教育実習
期間のように、限られた期間での関わりではなく、また、
学生の成績等への影響もないボランティアとしての活
動は、大学生が気楽に学校現場を知る貴重な機会となっ
ている。例年 10 名程度の初任者が配置となる本市に
おいて、ラーニング・サポーターを経験した初任者が
配置となることも珍しくはない。ラーニング・サポーター
として関わった児童生徒との再会は、喜びも一入、といっ
たところであろうか。
　本市で、ラーニング・サポーターを経験した初任者
と来年度新採用として教職に就く予定の学生に、活動
を振り返っていただき、ラーニング・サポーターの成果
に代えたい。

岩手県滝沢市教育委員会岩手県滝沢市教育委員会
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○滝沢市立篠木小学校 教諭　
 佐々木 太郎先生にお聞きしました

　「私は学習指導の補助
として参加しました。 大
学 の 授 業 の 空き時 間を
使って小学校を訪問する
ラーニング・サポーター
は、教育実習とは異なり、
子どもたちとより近くで
関われたような気がしま

す。当時、大学４年生だった私は、４月から教壇に立つ
ということに漠然とした不安がありました。ラーニング・
サポーター・プロジェクトに参加したことにより、子ど
もたちと関わることでその不安を払しょくすることがで
きたと思います。とてもよい経験をさせていただきまし
た。」

〇盛岡大学 文学部 児童教育学科
 小野寺 陽さんにお聞きしました

　「ラーニング・サポー
ター・プロジェクトは、２
年生の時から参加させて
いただき、今年で３年目
となりました。教育実習
では、しっかり教えないと
ダメだという気持ちで臨
んでいましたが、より近

くで子どもたちと接することができ、子どもたちが思っ
たよりもいろいろな考えや思いをもっているということ
に気付かされました。子どもたちの気持ちや考えを引
き出せる教員を目指していきたいと思います。」

7．おわりに7．おわりに

　ラーニング・サポーター・プロジェクト事業は、「多く
の支援の手」を求める小中学校と、「子どもたちの関わ
りを体験する機会」を求める学生の両者にとってメリット
のある事業である。

　今後、本市の特徴である盛岡大学・岩手県立大学と
の連携を生かし、さらに多くの学生を受け入れ、児童生
徒との関わりを増やしていくことが、本市の小中学校に
とっても、大学の学生にとっても、「学びの機会」となる
と捉えているところである。

岩手県滝沢市教育委員会岩手県滝沢市教育委員会
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１． はじめに１． はじめに
　学校における教職員の長時間勤務が社会問題となっ
ており、本市においても例外ではない。本市では、文
部科学省の「公立学校の教師の勤務時間の上限に関
するガイドライン」（H31.1.25）に基づく「守口市立
学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則」

（R2.5.28 施行）において、時間外勤務の上限時間を
1 か月に 45 時間、1 年に 360 時間と定め、これまで
にも、市費加配教員や部活動指導員、スクール・サポー
ト・スタッフの配置、ICT 活用による業務改善等に向け
た施策を推進してきた。
　しかし、令和 4 年度の時間外勤務の状況は、極めて
深刻な状況であった。また、令和 5 年 8 月に中央教育
審議会の特別部会において「教師を取り巻く環境整備
について緊急的に取り組むべき施策（提言）」が示され
たことを受け、教育委員会として、「できることからすぐ
に着手」を合言葉に様々な取組を行ってきた。
　とりわけ中学校等における部活動については、勤務
時間外に及ぶ活動が常態化し、その結果、教員の長時
間勤務の大きな要因につながっているケースが見受け
られた。
　このことに着目した本市は、スピード感ある改善が必
要と考え、令和 6 年度当初から、市独自に部活動の「標
準活動時間」を設定するべく、令和 5 年 9 月から準備
を進めた。
　本稿では、この取組に向けた準備と実施後の状況や
成果、課題を紹介していく。

2． 部活動の標準活動時間の内容2． 部活動の標準活動時間の内容
　本市が定めた部活動の標準活動時間は、以下のとお
おりである。
①平日の部活動は、1 時間程度で勤務時間内に行う。
②学校の休業日（休日など）は、活動は行わない。
※標準活動時間以上（平日勤務時間内も含む）の部活

動を行う必要がある場合は、事前に顧問が学校長に
申請し、許可が必要。

3． 取組の実現に向けて3． 取組の実現に向けて

（1）深刻な時間外勤務の状況
　令和 4 年度の時間外勤務の状況は、教職員全体の
59％が年間 360 時間を超えていた。 特に中学校等
においては、76％の教職員が年間 360 時間を超え、
43％の教職員が年間 600 時間を超える極めて深刻な
状況であった（図１）。

部活動を「勤務時間内」に部活動を「勤務時間内」に
～教職員の心身の健康を守るために～～教職員の心身の健康を守るために～
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図１　令和 4 年度 守口市立 学校 教職員における
年間時間外勤務時間の割合
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（2）学校長との連携
　部活動指導・運営に係る体制構築の主体は各校の学
校長であることから、月定例の校長会において、改め
て守口市立中学校に係る部活動の方針を示すとともに、
現状の課題と取組の目的「教師の健康を守る（これま
での働き方を見直す、長時間勤務の是正）」を確認した。

守口市立中学校に係る部活動の方針（一部抜粋）

　その上で、令和 6 年 4 月から、「 1　適切な運営の
ための体制整備 」で示した部活動の標準活動時間の取
組をスタートさせることについて、各校の学校長から教
職員へ丁寧に説明し、教職員から吸い上げた意見を、
教育委員会に随時提供することで、取組実現への課題
を整理していった。

（3）教職員の声
　事前にこの取組についての教職員の意見を集約した
ところ、取組内容に対し、賛成の意見とともに、反対
や不安の声も挙がった。集約した意見をもとに、教育
委員会が Q＆A を作成し、学校長を通じて丁寧に説明
を繰り返した。

今後の部活動についてのQ＆A（一部抜粋）

（4）取組の目的の明確化
　中学校等において部活動がもたらす教育効果が小さ
なものではないことは言うまでもない。しかし、この取
組の目的が「教職員の心身の健康を守ること」である
ことを教職員に繰り返し訴えた。日本若者協議会「教
員志望者減少に関する教員志望の学生向けアンケート
結果」では、「教員志望の学生が減っている理由は何だ
と思いますか？」の質問に対し、「部活動顧問など本業
以外の業務が多い」と回答した者が 77％に上るなど、
部活動指導を負担と考える教員志望者が多いことが分
かる。教職員の心身が健康であることや、労働環境を
改善することによって将来の学校教育を担う人材の確保
につながっていくという信念の基に、準備を進めた。

4． 取組の実施とその成果、課題4． 取組の実施とその成果、課題

（1）時間外勤務時間の変化
　取組を開始してすぐに中学校等における時間外勤務
時間が著しく減少した（表 1）。4 月の下旬に、教育委
員会が各校を訪問した際、どの学校においても学校長
から「以前と比べて教職員が、自身の勤務時間や生徒
の活動内容の改善を意識して部活動経営を行うように
なった」などの回答を得た。

表1　時間外勤務時間の推移

R4 R5 R6

4 月 58 時 23 分 54 時 48 分 45 時 21 分

5 月 57 時 19 分 52 時 54 分 39 時 05 分

6 月 56 時 16 分 50 時 43 分 39 時 28 分

7 月 45 時 37 分 36 時 50 分 35 時 09 分

8 月 20 時 44 分 16 時 44 分 14 時 38 分

9 月 53 時 56 分 45 時 28 分 39 時 24 分

大阪府守口市教育委員会大阪府守口市教育委員会
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（2）教職員及び生徒アンケートより

表2　標準活動時間」による部活動運営について

【教員】 【生徒】

できているか 割合 なされているか 割合

できている 44.0% されている 54.1%

大体できている 40.3% 大体されている 30.1%

あまりできていない 11.9% あまりされていない 9.5%

全くできていない 3.1% 全くされていない 6.3%

無回答 0.6%

　令和 6 年 6 月に教職員及び生徒を対象に、部活動の
「標準活動時間」に係るアンケートを実施した。
　「標準活動時間」による部活動運営について、教職員、
生徒とも 8 割以上が「できている／されている」、「大
体できている／大体されている」と回答した（表 2）。
このことからも、本取組が順調にスタートしたことが伺
える。
　生徒と教員の“部活動の「標準活動時間」”の受止
めについて、現時点では教職員、生徒ともに取組の効
果を感じている者と逆にマイナスに受け取っている者
がいることが読み取れる（表 3）。ただし、教職員より
生徒の方が取組の効果を肯定的に捉えている割合が高
く、教職員のみならず、生徒の心身のゆとりにもつな
がっていることが分かる。

（３）今後の課題
　アンケートからも読み取れるように、取組の効果を実
感している教職員や生徒が一定数いる一方で、「もっと
練習をしてスキルを磨きたい」や「活動時間が短くなり、
思うような活動ができずストレスを感じる」と回答した
教職員や生徒がいる。このため、市の働きかけで、 学
校の部活動以外で中学生が参加できるスポーツ、 文化
活動 団体を確保しているので、このことを効果的に周
知していくことが必要であると考える 。

5． おわりに5． おわりに
　「全国的に教師のなり手が減っている。」近年このよう
なニュースが頻繁に流れるようになった。もはややりが
いだけでは若い世代の人々は教職を避ける傾向にある
ことは明らかである。やりがいの発信とともに、教職員
の業務を整理し、持続可能なものにしていくことが必要
不可欠である。
　この課題の解決のために教育委員会の果たす役割は
大きい。所管する市立学校の教職員の勤務状況を的確
に把握し、これまでは当たり前とされていた学校の教育
活動や教職員の業務を総合的に見直し、改善していく
ことが求められる。
　今回の「標準活動時間」の取組はまさにその一つで
あり、今後も教職員や生徒、保護者の声を丁寧に聴き
ながら、取組を継続させていく。
　また、教職員の多忙な状況は、部活動のみが原因で
はない。本取組と並行して、教職員の勤務状況の改善
を推進し、学校の健全な教育活動に寄与していきたい。
このことが、結果的に守口市の子どもたちの大きな利
益につながるものと信じて。

大阪府守口市教育委員会大阪府守口市教育委員会
 

 

 

 

 

 

（教員）「標準活動時間」による効果 専門 専門外 全体
部活動の負担が減り、以前よりも早く退勤できるようになった 24.4% 30.1% 28.3%
プライベートの時間が増えた 25.6% 20.5% 24.1%
授業準備に充てる時間が増えた 18.6% 26.0% 22.3%
分掌業務に充てる時間が増えた 10.5% 20.5% 15.7%
気持ちに余裕をもって生徒と接することができるようになった 8.1% 13.7% 10.8%
勤務時間外の部活動指導や引率を断りやすくなった 5.8% 9.6% 8.4%
部活動において効率的な指導や活動ができるようになった 17.4% 4.1% 10.8%
生徒自身にメニューを考えさせることなどに着手し、生徒の自発性が高まった 8.1% 4.1% 6.0%
部活動の休みが増えたことで、生徒の表情が明るくなった 9.3% 1.4% 6.0%

（教員）「標準活動時間」による課題 専門 専門外 全体
部活動時間が短くなり、生徒の実力やスキルが低下した 75.6% 56.2% 64.5%
部活動時間が短くなり、ケガが増えた 19.8% 12.3% 15.7%
部活動時間が短くなり、生徒の表情が暗くなった 29.1% 17.8% 23.5%
部活動時間が短くなったことで、生徒の問題行動が増加した 33.7% 26.0% 30.1%
部活動時間が短くなり、思うような指導ができずストレスを感じる 38.4% 23.3% 30.7%
生徒からの理解が得られず、対応に苦慮している 30.2% 15.1% 22.3%
保護者からの理解が得られず、対応に苦慮している 22.1% 15.1% 18.1%
他の顧問から部活動の指導を頼まれることが増え、困っている 2.3% 1.4% 1.8%

（生徒）「標準活動時間」による効果 １年 ２年 ３年 全体
部活動の負担が減り、これまでより早く家に帰れるようになった 36.4% 44.3% 47.6% 42.7%
友達と遊んだり、自分の好きなことをしたりする時間が増えた 40.8% 41.9% 42.6% 41.7%
授業の予習や復習にあてる時間が増えた 23.8% 20.1% 28.7% 24.2%
他の習い事にあてる時間が増えた 20.8% 15.3% 21.8% 19.3%
気持ちにゆとりをもって生活を送ることができるようになった 23.6% 25.3% 30.9% 26.6%
平日１時間となったことで、部活動がより効率的に行われるようになった 14.1% 12.7% 16.8% 14.6%
自分でメニューを考えるなど、自らすすんで取り組む気持ちが高まった 10.4% 13.9% 15.3% 13.2%

（生徒）「標準活動時間」による課題 １年 ２年 ３年 全体
練習時間が短くなり、自分の実力やスキルが低下した 31.3% 40.8% 47.0% 39.6%
活動時間が短くなり、ケガが増えた 3.6% 6.2% 7.6% 5.8%
活動時間が短くなり、まわりで非行やトラブルが増加した 3.3% 5.2% 8.4% 5.6%
活動時間が短くなり、友達との関係がうすくなった 9.6% 12.7% 12.5% 11.6%
活動時間が短くなり、思うような活動ができずストレスを感じる 18.8% 27.5% 32.3% 26.1%
活動時間が短くなり、空いた時間に何をしてよいかわからず困っている 20.5% 22.6% 19.8% 20.9%
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気持ちに余裕をもって生徒と接することができるようになった 8.1% 13.7% 10.8%
勤務時間外の部活動指導や引率を断りやすくなった 5.8% 9.6% 8.4%
部活動において効率的な指導や活動ができるようになった 17.4% 4.1% 10.8%
生徒自身にメニューを考えさせることなどに着手し、生徒の自発性が高まった 8.1% 4.1% 6.0%
部活動の休みが増えたことで、生徒の表情が明るくなった 9.3% 1.4% 6.0%

（教員）「標準活動時間」による課題 専門 専門外 全体
部活動時間が短くなり、生徒の実力やスキルが低下した 75.6% 56.2% 64.5%
部活動時間が短くなり、ケガが増えた 19.8% 12.3% 15.7%
部活動時間が短くなり、生徒の表情が暗くなった 29.1% 17.8% 23.5%
部活動時間が短くなったことで、生徒の問題行動が増加した 33.7% 26.0% 30.1%
部活動時間が短くなり、思うような指導ができずストレスを感じる 38.4% 23.3% 30.7%
生徒からの理解が得られず、対応に苦慮している 30.2% 15.1% 22.3%
保護者からの理解が得られず、対応に苦慮している 22.1% 15.1% 18.1%
他の顧問から部活動の指導を頼まれることが増え、困っている 2.3% 1.4% 1.8%

（生徒）「標準活動時間」による効果 １年 ２年 ３年 全体
部活動の負担が減り、これまでより早く家に帰れるようになった 36.4% 44.3% 47.6% 42.7%
友達と遊んだり、自分の好きなことをしたりする時間が増えた 40.8% 41.9% 42.6% 41.7%
授業の予習や復習にあてる時間が増えた 23.8% 20.1% 28.7% 24.2%
他の習い事にあてる時間が増えた 20.8% 15.3% 21.8% 19.3%
気持ちにゆとりをもって生活を送ることができるようになった 23.6% 25.3% 30.9% 26.6%
平日１時間となったことで、部活動がより効率的に行われるようになった 14.1% 12.7% 16.8% 14.6%
自分でメニューを考えるなど、自らすすんで取り組む気持ちが高まった 10.4% 13.9% 15.3% 13.2%

（生徒）「標準活動時間」による課題 １年 ２年 ３年 全体
練習時間が短くなり、自分の実力やスキルが低下した 31.3% 40.8% 47.0% 39.6%
活動時間が短くなり、ケガが増えた 3.6% 6.2% 7.6% 5.8%
活動時間が短くなり、まわりで非行やトラブルが増加した 3.3% 5.2% 8.4% 5.6%
活動時間が短くなり、友達との関係がうすくなった 9.6% 12.7% 12.5% 11.6%
活動時間が短くなり、思うような活動ができずストレスを感じる 18.8% 27.5% 32.3% 26.1%
活動時間が短くなり、空いた時間に何をしてよいかわからず困っている 20.5% 22.6% 19.8% 20.9%

表3　生徒と教員の“部活動の「標準活動時間」の受止めについて

【教員】

※専門 : 指導する部活動において 専門性を有する教員
　専門外 : 指導する部活動において 専門性を有しない教員
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国立劇場養成所
研修生募集

文化庁　企画調整課

　国立劇場伝統芸能伝承者養成所（独立行政法

人日本芸術文化振興会）では、令和７年度に開講

する歌舞伎俳優、歌舞伎音楽（竹本・鳴物・長唄）、

大衆芸能（太神楽）、文楽の研修生を募集してい

ます。

●伝統芸能の次代を担う伝承者を

　実践的カリキュラムで養成

　伝統芸能は、無形の技であり、人から人へと伝

承されるものです。独立行政法人日本芸術文化振

興会では、伝統芸能を長期的な視点に立って保存

振興し、伝承者を安定的に確保するため、国立劇

場養成所において、歌舞伎俳優、歌舞伎音楽（竹本・

鳴物・長唄）、大衆芸能（寄席囃子・太神楽）、能楽（ワ

キ方・囃子方・狂言方）、文楽（太夫・三味線・人形）、

組踊（立方・地方）の伝承者養成を目的とした研

修を行っています。

　研修では、各分野の実演家が講師として実技指

導するほか、講義や発表会等のカリキュラムを組み、

２年から３年（能楽のみ６年）をかけて行われます。

研修修了者は、舞台出演の経験を重ねながら技芸

を磨き、伝承者として伝統芸能の保存及び振興に

大きな役割を果たしています。

●伝承者を目指す、意欲ある研修生を募集

　現在、令和７年度開講に向けて研修生を募集し

ています。研修には、特別な資格や経験を必要と

せず、未経験者でも応募することができます。

　受験料・受講料無料、宿舎、奨励費貸与制度も

あります。

□募集要項□
【募集分野】

①第 30 期歌舞伎俳優研修生

②第 26 期歌舞伎音楽（竹本）研修生

③第 19 期歌舞伎音楽（鳴物）研修生

④第 10 期歌舞伎音楽（長唄）研修生

⑤第 9 期大衆芸能（太神楽）研修生

⑥第 34 期文楽研修生

【応募資格】

①～④・⑥：中学校卒業（見込みを含む）以上の

男子で、原則年齢２３歳以下の方

⑤：中学校卒業（見込みを含む）以上で、原則年

齢２３歳以下の男女

【応募締切（必着）】

①～⑤：令和７年１月３１日（金）

⑥：＜一次募集＞令和７年１月１７日（金）

＜二次募集＞令和７年３月１７日（月）

【選考試験】

①～⑤：令和７年２～３月を予定

⑥：＜一次募集＞令和７年１月下旬を予定

＜二次募集＞令和７年３月下旬を予定

【研修期間】

①～③・⑥：令和７年４月～令和９年３月

④・⑤：令和７年４月～令和１０年３月

【研修場所】

①～⑤：国立オリンピック記念青少年総合センター

（渋谷区代々木神園町）

⑥：国立文楽劇場（大阪市中央区日本橋）、東京

の文楽公演時は東京での研修あり

※各研修の詳細、問い合わせ先は国立劇場養成事

業のホームページを御参照くださ い 。

https://www.ntj.jac.go.jp/training/trainee.html

https://www.ntj.jac.go.jp/training/trainee.html
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きみの好き！応援サイト　たのしくまなび隊
まなび隊のまいにち宝さがしを公開しました

総合教育政策局　生涯学習推進課

なび隊からの質問に答えると、おすすめコンテンツ

を提案します。

　まなび隊のまいにち宝さがしで、新たな「好き」

や「興味」を見つけてみませんか。

https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/

takarasagashi/

＜おすすめコンテンツのご紹介＞
　たのしくまなび隊には、教育 YouTuber 葉一氏

と QuizKnock 伊沢拓司氏による特別対談動画を

公開しています。ぜひ、ご視聴ください。

https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/

specialmovie/

＜たのしくまなび隊の概要＞
　文部科学省では、令和 6 年 3 月より、学習支援

ポータルサイト「きみの好き！応援サイト たのしくま

なび隊」を開設・運営しています。

https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/

　このサイトは、2020 年 3 月コロナ禍での休校期

間中に文部科学省が立ち上げた「子供の学び応援

サイト」を前身とし、緊急時の学習支援という役目

を引き継ぐとともに、GIGA スクール構想により整

備された 1 人 1 台端末の活用や学習の充実を目指

し、新しく開設したポータルサイトです。

　タブレット等端末から無償で利用できるさまざま

な学習コンテンツを紹介しており、現在は約 300

のコンテンツが掲載されています。掲載コンテンツ

は、学校や教育支援センター放課後子供教室、各

家庭で活用していただけます。

　掲載コンテンツは、随時、申請受付中！

＜新コンテンツのご紹介＞
　令和 6 年 10 月より、新たに「まなび隊のまいに

ち宝さがし」を公開しました。まなび隊と一緒に「好

き」を探そう！をテーマにした診断コンテンツで、ま

https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/takarasagashi/
https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/takarasagashi/
https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/specialmovie/
https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/specialmovie/
https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/
https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/takarasagashi/
https://tanoshikumanabitai.mext.go.jp/specialmovie/
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北海道

中
なか

島
じま

　俊
とし

明
あき

　「いじめ・不登校対策、学校における働き方改革、教員の確保、防災教育など
を通じ、安全・安心な教育環境を整備していく。」と抱負を述べる。
　また、「経済や地域の状況等にかかわらず質の高い教育を受けられる環境を整
備し、人口減少やグローバル化、ＤＸ・ＧＸの進展など、今後予想される急激な
社会的変化の荒波を乗り越えていく力を未来を担う子どもたちが身に付けること
ができるよう、産業界などの力も借りながら全力で取り組みたい。」と意欲を示す。
　平成元年北海道庁に入庁。上川総合振興局長、総合政策部次世代社会戦略監、
経済部長などを経て、本年６月に教育長に就任。58 歳。

（北海道教育庁総務政策局教育政策課長　出分　日向子）

福井県

藤
ふじ

丸
まる

　伸
のぶ

和
かず

　「子どもたちが学びの楽しさを実感し、多様性とお互いのチャレンジを認め合い、福
井県の未来を拓く人材へと成長していけるよう全力で取り組む。」と意欲を示す。 
　特に、「地域の未来を考えることは、自分の将来を考えることにつながるため、『ライ
フデザイン教育』を推進し、子どもたちと共に『福井の未来』を考えていきたい。また、
子どもたちの学びの充実のためには教職員の働き方改革も不可欠であり、働きがいと働
きやすさを両立する職場環境づくりにも力を注いでいきたい。」と抱負を語る。
　平成元年福井県庁に入庁。地域戦略部副部長、未来創造部長、教育庁参与等を
歴任し、本年５月に教育長に就任。５８歳。

（福井県教育庁教育政策課長　廣瀬　貴之）

愛媛県

髙
たか

岡
おか

　哲
てつ

也
や

　「未来の愛媛県を担う子どもたちにとっての最善を常に追い求め、教職員の持
てる力を最大限に発揮できる風通しのよい環境づくりを念頭に教育行政を推進し
たい。」と抱負を語る。
　「本格的な人口減少時代を迎える中で、人々のライフスタイルや価値観が複雑
化・多様化するとともに、グローバル化や技術革新が急速に進展する予測困難な
時代にあって、様々な挑戦や経験を通じて、不測の事態に動じない『たくましい
子ども』を育成するため、魅力ある学校づくりを推進したい。」と強い意欲を示す。
　昭和 62 年愛媛県に入庁。農林水産部農政企画局長や観光スポーツ文化部長な
どを歴任し、本年７月に教育長に就任。60 歳。

（愛媛県教育委員会事務局教育総務課長　杉野　将行）

教育長紹介
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福岡県

寺
てら

崎
さき

　雅
まさ

巳
み

　「子供達の意欲、向上心の育成が大切。もっと学びたい、運動は楽しいという
気持ちが、変化の激しい社会を生き抜き、新たな創造に結び付く力となる。一人
一人の力を最大限に育む教育を目指したい。」と抱負を語る。
　14 年間の教職経験を通じ「教師が変われば子供が変わる。子供が変われば学校
が変わる。そのためには、個人だけではない。システムを作らなければいけない。」
と語る。就任後すぐから学校を精力的に回り、「様々な意見を聞き、課題や実態
に真摯に向き合い、全力を尽くしていきたい。」と意欲を示す。
　昭和 62 年福岡県公立学校教員に採用され、県教育庁副教育長、県立美術館長
を経て、本年４月に教育長に就任。座右の銘は「われ以外みなわが師なり」。63 歳。

（福岡県教育庁教育総務部副理事兼総務企画課長　綾部　耕士）

札幌市

山
やま

根
ね

　直
なお

樹
き

　「これからの未来を担う札幌の子どもたちが、自他のよさや可能性を認め合いな
がらたくましく成長し、自分らしく将来を切り拓いていけるようにするとともに、
誰もが安心して学び、自立に向かうことができるようにすることが重要。」と思
いを語る。
　また、「常に子どもたちの声を聴き、一人一人が『自分が大切にされている』と
実感できる学校づくりに全力を注いでいきたい。」と意欲を示す。
　昭和 62 年に札幌市に入庁。教育次長、子ども未来局長、総務局長などを歴任し、
本年５月に教育長に就任。59 歳。

（札幌市教育委員会生涯学習部総務課長　千田　博史）
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大臣官房参事官（命）
文部科学戦略官

今
いま

井
い

　裕
ゆう

一
いち

　８月８日付で大臣官房参事官（命）文部科学戦略官を拝命いたしました。 
　以前、初等中等教育行政では、情報教育・外国語教育課長としてＧＩＧＡスクー
ル構想に基づく1 人 1 台端末や校内ネットワークの整備等に携わりましたが、この
たびは高等学校改革、修学支援、学校における働き方改革等を担当することとな
りました。
　新時代に対応した高等学校教育の在り方の検討や全ての意志ある子供達が安心
して教育を受けられるよう教育費負担軽減に取り組むとともに、学校における働き
方改革の更なる加速化等に向けて尽力してまいりますので、御指導御鞭撻の程何卒
宜しくお願いいたします。

人事異動あいさつ人事異動あいさつ



チェイサー

　社会人になってすぐの頃、法事か何かの折に、定年間近の父と酒を飲んだ。
私の仕事はどうだとか、父の定年後の夢とか、他愛もない話をしながら。母に
似て酒にあまり強くない私を見て、父は「チェイサーを飲むとだいぶ違うよ。」と
グラスに水を入れて差し出してきた。ただの水のことを大人は随分気取った呼び
方をするんだなと思いながら飲み干した。確かに、身体の中でビールが薄まって、
楽になった気がした。こうやって、辛い時に少しでも和らげる方法を身に付けてお
くと役に立つし、困っている人にそれとなく教えることができたらかっこいいのだ
ろう。

　それから、私は何かにつけて対処法を調べ、歯が痛い時は手の親指と人差し
指の間のツボを押し、食べ過ぎた時は心臓を下にして (いわゆる回復体位 ) 寝る
などのちょっとした医学を実践し、次第にそれが自分にとって当たり前の行為に
なっていった。子供の頃、怪我をしたら即座に傷に唾を塗りたくってきた北海道
のおばあちゃん、あれはただのまじないではなく、おばあちゃんの唾液に含まれ
るささやかながらの酵素やらの働きで傷の治癒を早めるという、科学的根拠のあ
るものだった。嫌がってごめんね。

　こうして大体のことは自分で解決できるようになった自分にも、仕事で辛いこと
や恋愛で傷つくことはある。こればかりはインターネットで調べても確実な解決法
が見つからない。そんな時、父の言葉を思い出し、私は気付いた。そうだ、解
決できなくても薄めることはできる。平日の疲れのチェイサーに土日を、失恋のチェ
イサーに涙を、ということだったのか。

　きっと私はこれからも大人の社会で生きづらさを感じては、私なりの対処法、
私なりのチェイサーを見付けていくのだと思う。そして、その度に父のことを思い
出すのだ。必死に働いて私たちを育て上げ、定年という人生のチェイサーを迎え
た父のことを。

（A.T）

ひとりごと

「教育委員会月報　令和6年12月号　No.902」

・発行・著作 文部科学省初等中等教育局初等中等教育企画課
・〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2
・TEL：03-5253-4111（代表）
・URL：https://www.mext.go.jp

https://www.mext.go.jp

